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本投資法人のホームページでは、投資方針等基本的な仕組みのほかに様々なコンテンツをご提供させていただいており、
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「平成21年2月期決算短信」により公表した予想分配金は、一定の前提条件の下に算出した平成21年4月14日時点における予想数値です。 
そのため、テナントの異動等に伴う賃料収入の変動、金利の変更等により、実際の予想分配金は変動する可能性があります。また、予想分配金は
分配金の額を保証するものではありません。 

平成21年4月14日付「平成21年2月期決算短信」にて、以下の通り公表しています。 

 第7期（平成21年8月期）  
投資口１口当たり 

第6期（平成21年2月期） 投資口１口当たり 
円 

第8期（平成22年2月期）  
投資口１口当たり 

確定分配金 

予想分配金 

�����

円 円 ����� �����

平成19年 
2月期 

（第2期） 

平成19年 
8月期 

（第3期） 

平成20年 
2月期 

（第4期） 

平成20年 
8月期 

（第5期） 

平成21年 
2月期 

（第6期） 

（円） 

（円） 
1口当たり分配金 

470,000

474,000

472,000

468,000

466,000

464,000

462,000

460,000

458,000

9,5589,558

12,530

13,74613,746

15,883

9,0979,097

■ 分配状況 ■ 運用状況 

平成19年 
2月期 

（第2期） 

10,000

平成19年 
8月期 

（第3期） 

平成20年 
2月期 

（第4期） 

平成20年 
8月期 

（第5期） 

平成21年 
2月期 

（第6期） 

（百万円） 

営業収益 営業利益 当期純利益 ■ 1口当たり分配金 1口当たり純資産額 

16,000

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

462,606

465,452

466,081

468,613

5,616

7,674

8,894
9,777

8,610

3,5623,562

5,4885,488

3,8394,824

4,316

2,470
3,225

3,538

4,088
2,341

8,000

6,000

4,000

2,000

461,860

1口当たり純資産額 

分配金について

決算ハイライト

決算サマリー
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日本コマーシャル投資法人は第6期（平成20年9月1日～平成21年2月28日）の

決算を行いましたので、ここに当期の運用成果をご報告申し上げます。

投資主の皆様へ

投資主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

平素は、日本コマーシャル投資法人に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

はじめに、本年3月10日に本投資法人の資産運用委託先であるパシフィックコマーシャル株式

会社の株主にあたる更生会社パシフィックホールディングス株式会社が会社更生手続開始の申

立てを行い、3月31日付で東京地方裁判所より会社更生手続開始決定がなされたことにより、投

資主の皆様に大変なご心配をおかけしていることをお詫び申し上げます。本投資法人といたし

ましては、現状において資産運用体制は引き続き保たれているとの認識ですが、資産運用会社

の株主の健全性は本投資法人の運営にとってきわめて重要な問題であることからこの解決には

重大な関心を持って対処してまいる所存であります。何とぞご理解のほどお願い申し上げます。

さて、本投資法人は、平成21年2月末日に第6期（平成20年9月1日～平成21年2月28日）の決

算を迎えました。この間の運用実績は営業収益金額8,610百万円、営業利益金額3,839百万円、

当期純利益金額2,341百万円を計上し、分配金につきましては、投資口1口当たり9,097円と

なりました。

当期は世界的な金融市場の混乱の影響を受け、オフィスビルの賃貸市場においては全国的

に空室率は上昇傾向にありましたが、本投資法人が保有するオフィスビル及び商業施設につ

いては都心部を中心とした安定的な立地、良質な建物仕様であり、またテナントに対する適

切な賃料設定等を行った結果、本投資法人全体としてはほぼ前期並みの不動産賃貸事業損益

を維持することができました。

本投資法人は今後も、大きく変化する外部環境を的確に捉え、安定的な資産運用体制及び

財務基盤の構築を早急に整え、投資主の皆様のご信頼にお応えしてまいります。引き続き変

わらぬご支援を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

日本コマーシャル投資法人

執行役員 牧野 知弘

C o n t e n t s
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投資運用面では、平成20年10月に既存テナン

トの業態を補完し、幅広い年齢層のお客様をタ

ーゲットに施設の充実度を向上させる目的で、

モラージュ柏の商業施設の増床部分を取得して

おります。また、平成21年2月に運用資産の現状

と将来にわたる予測におけるポートフォリオ全

体の資産構成を考慮すると共に、有利子負債の

圧縮による財務基盤の確立を優先させるため、

3物件の譲渡を実施いたしました。

財務面では、平成20年9月及び10月に返済期限が到来した300億円超の借入金について、借換

えによる長期の資金確保を行いました。しかしながら、住宅系リートの破綻及びスポンサー会

社の業績不安等により、本投資法人の財務運営の懸念が高まったこと等を理由として、平成20

年10月に格付会社より発行体格付けの格下げ通知を受けることとなりました。この格下げによ

り、借入契約上で規定された担保設定条項に従って、担保の設定義務が生じ、同年12月に仮登

記による担保設定手続を実施いたしました。

本投資法人を取り巻く環境は、不動産投資市場及び金融市場共に引き続き厳しさを増してお

ります。平成20年12月から相次いで、政府及び与党がJ-REIT向けの施策を発表しておりますが、

その政策が効果的に実現するためには、より一層、弊社の自助努力が欠かせないものと認識し

ております。

■ 不動産賃貸事業損益等の推移 

6,000

-1,000
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売却損益/不動産賃貸事業損益 
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売却損益 
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営業収益 不動産賃貸事業損益 
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■ 資産規模の推移（取得価格ベース） 
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250,000
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150,000
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0

（百万円） 

（棟） 

取得価格ベース 物件数 

平成18年9月末 
（上場時） 

第2期末 
第3期末 

第4期末 
第5期末 

第6期末 
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20
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0

3,764

5,616

7,674

8,894

9,777
8,6108,610

688

1,300 34棟 

38棟 

40棟 

43棟 
42棟 

-574

4,769
4,812

4,997
4,951

39棟 

191,703

201,836

231,436

251,451
253,763

251,673

第7期の見通し及び今後の施策

モラージュ柏平成21年3月10日付で弊社の親会社である更生会社パシフィックホールディングス株式会社

（以下「スポンサー会社」といいます。）が東京地方裁判所に会社更生手続開始の申立てを行い、

同年3月31日付で同裁判所より、会社更生手続開始決定がなされたことにより、投資主の皆様

に多大なご心配をおかけしていることにつきまして、心よりお詫び申し上げます。

投資主の皆様におかれましては不安に感じられていることと思いますが、本投資法人と弊

社は、スポンサー会社とは区分して運営がなされており、スポンサー会社の会社更生手続開始

による影響を直接受けることはございません。

また、平成21年3月16日付でスポンサー会社からの出向又はスポンサー会社に在籍していた26名

の転籍による受入れを完了しており、37名の役職員にて資産運用業務を行っております。更に、直

近の財務状況においても、適用法令で定められた継続に必要な財産を有しており、今後の資産運

用業務の遂行において問題が生じない体制を整えていることをあらためてご報告申し上げます。

新スポンサー会社の選定につきましては、弊社が中心となり、スポンサー会社の更生管財人

等の協力を仰ぎながら、本投資法人のサポートが可能な会社の選定を進めております。

新スポンサー会社が確定次第、適時適切に開示を行い、できるだけ早期に弊社の運用体制基

盤の安定化及び本投資法人の資金調達環境の改善を図る所存です。

第6期は、本投資法人が上場させていただいて以来、最も厳しい不動産投資市場及び金融市

場環境を迎えることとなりました。

当期末のポートフォリオは、保有物件は39物件、資産規模約2,516億円（取得価格ベース）、

総賃貸可能面積は331,014.14m2、期末稼働率は96.0%となっております。

投資主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

日本コマーシャル投資法人の第6期（平成20年9月1日～平成21年2月28日）

運用の概況及び今後の展望等につきましてご報告いたします。

第6期
運用ハイライト
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V I S I O N

はじめに

第6期の運用概況

パシフィックコマーシャル株式会社

代表取締役社長 齋藤 徹也
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投資法人の概要

■ 仕組図 

住友信託銀行株式会社 

投資主 
金融機関等 

投資法人債投資家 

日本コマーシャル投資法人 
 

本投資法人 

会計事務等に関する一般事務受託者 
 

執行役員　牧野知弘 
監督役員　日野正晴　栗林勉　岩　潤也 
 

投資主総会 
 

役員会 
 

借入・投資 
法人債発行 

元利金返済 

税理士法人平成会計社 
 

本資産運用会社 

パシフィックコマーシャル株式会社 

分配 

出資 

資産保管会社 
 

更生会社 パシフィック 
ホールディングス株式会社 

サポート会社 

あずさ監査法人 
 

会計監査人 
 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

投資主名簿等管理人 
機関運営事務受託者 
特別口座管理人 

 

更生会社 パシフィック 
リアルティ株式会社 

 
スマート・アセットマネジメント・ 

システムズ株式会社 
 
 

1

5

6

4

3

2

●●  
●●  
●● 
● 
　 
　 
● 
● 
 

①資産運用委託契約 
②資産保管委託契約 
③会計事務等に関する業務委託契約 
④投資口事務代行委託契約 
　／一般事務委託契約／特別口座の 
　管理に関する契約 
⑤サポートライン契約
⑥システム構築に係るアドバイザリー契約 
 

資産運用会社の概要

コンプライアンス・リスク管理室 

コンプライアンス・オフィサー 

コンプライアンス委員会 

監査役 

投資委員会 

代表取締役社長 

取締役会 

株主総会 

管理部 
資産運用第2部 

（商業施設案件担当） 
資産運用第1部 

（オフィスビル案件担当） 投資企画部 

■ 組織図 

パシフィックコマーシャル株式会社  
東京都千代田区神田神保町一丁目14番地1   
2億5,750万円 
更生会社 パシフィックホールディングス株式会社　100%   
代表取締役　齋藤　徹也  
投資運用業 
平成17年  2月  9日　会社設立 
平成17年  4月  1日　宅地建物取引業の免許取得（東京都知事（1）第84288号） 
平成17年11月25日　宅地建物取引業法上の取引一任代理等の認可取得 

（国土交通大臣認可第47号） 
平成18年  2月17日　旧投信法※上の投資法人資産運用業の認可取得（内閣総理大臣第62号） 
平成19年  9月30日　金融商品取引業（投資運用業）みなし登録（関東財務局長（金商）第377号） 

名称 
所在地 
資本金 
株主 
代表者 
事業の内容 
沿革 
 

※旧投信法とは、証券取引法等の一部を改正する法律（平成18年法律第65号)第5条による改正前の投資信託
及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号）を指します。 
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加えて、本投資法人のポートフォリオの約7割を占めるオフィスビルの賃貸市場は、全国的

に空室率が上昇傾向にあり、特に東京都心の大型物件については、平成21年2月に大型テナン

トの統合や集約等を理由とした解約予告が相次ぎ、3年8か月ぶりに空室率が5%を超えており

ます。（出典：三鬼商事株式会社「東京（都心5区）の最新オフィスビル市況」2009年3月）

今後、個別企業の景況の悪化に伴うオフィスビルのテナントの解約は増加傾向にあるものと推

察されますが、弊社は、本投資法人の安定した稼働率確保に向けた運営を重視していく方針です。

また、不動産投資市場においては、投資不動産に対する金融機関の厳しい融資姿勢が継続す

る中で、活発な不動産取引が見込みにくい状況にあります。不動産売買取引は、立地・規模・

グレード等の諸要素により大きく変動するため、マーケット動向をより正確に読み、本投資法

人のポートフォリオ全体のバランスを見ながら、タイミングよく取引を実施する必要があると

認識しております。

今後も、運用資産の現状と将来にわたる予測におけるポートフォリオ全体の資産構成を考慮

しながら、安定した財務基盤の確立とのバランスを取っていく方針です。

第7期における重点課題としては、引き続き金融機関との良好な関係を維持しながら、財務の安定

性の確保を目指します。特に平成21年8月期に返済期限が到来する借入金に関して、長期資金の確

保に向けた取組みを強化してまいります。そのためにも、新スポンサー会社の選定が最重要課題に

なるものと認識しております。新スポンサー会社につきましては、できるだけ早期に選定を行うと

同時に、弊社の運用体制を堅実かつ柔軟性のあるものに発展・成長させていくことを目指します。

最後に、弊社役職員一同、投資主の皆様に信頼されるべく、公正で透明性の高い資産運用を

行い、本投資法人の安定的かつ成長に資する運営に全力を尽くしてまいります。引き続き、ご

支援・ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

■ 主要都市の空室率の推移 
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■ 第6期オフィスビル解約事由（解約面積ベース） 
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出典：三鬼商事株式会社（地域別オフィスデータ） 
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財務運営の実績

平成21年2月期（第6期）においては、平成20年9月29日及び10月30日に返済期限が到来した借入金の借換
え（合計309億円）並びに平成21年2月の3物件の譲渡に伴う一部期限前弁済（約27億円）を行いました。
さらに、平成21年3月に物件譲渡に伴う借入金の一部期限前弁済（約17億円）及び返済期限が到来した借入
金の借換え（合計137億円）を行いました。平成21年3月末時点の返済期限別借入残高は以下の通りです。

投資法人債 
長期借入金 

���� ���

短期借入金 

%（ 

���� ���%（ 億円） 

私募債 ���

発行登録枠 

億円発行 
 

�	��� 億円 
 

・あおぞら銀行 
・農林中央金庫 
・新生銀行 
・日本政策投資銀行 
・りそな銀行 
・全国信用協同組合連合会 
・全国共済農業協同組合連合会 

取引金融機関等（平成21年3月末） 長期比率（平成21年3月末） 期末総資産有利子負債比率 

投資法人債 固定比率（平成21年3月末） 

3社 
3社 
4社 
2社 
7社 
 
 
 
 
 

固定金利型※ 

�


�
�� �	���

メガバンク 
信託銀行 
生損保 
地方銀行 
その他邦銀等 

合計 社 

※金利変動リスクをヘッジした借入金についても固定
金利型に含めています。 

変動金利型 

%（ 億円） 

億円） 

���� ���%（ 億円） 

期末有利子負債額／期末総資産額×100 
（平成21年2月末時点） 

���
%

45,000

13,700

42,097

16,646

40,748

4,816

25,669

（百万円） 

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

借入金 投資法人債 

平成21年3月～5月 
（第7期） 

平成21年6月～8月 
（第7期） 

平成21年9月～11月 
（第8期） 

平成21年12月～ 
平成22年2月 
（第8期） 

平成22年8月期 
（第9期） 

平成23年2月期 
（第10期） 

平成23年8月期 
（第11期） 

平成24年2月期 
（第12期） 

平成24年8月期 
（第13期） 

■ 有利子負債
銀行からの借入金や債券の発行による返済金等、利子を付けて返済しなければならない負債のこと。
企業の財務の健全さを示す指標の一つで残高が小さいほど健全と考えられる。

運用資産の取得、設備投資、本投資法人の運営、既存借入金等の返済等のために必要な資金を調達しています。

＜有利子負債比率＞
本投資法人の当期末の有利子負債比率は51.9%です。本投資法人は、有利子負債比率について、原則※として60%を
上限とする運用を行っています。
※新たな運用資産等の取得に伴い、一時的に60%を超えることがあります。

有利子負債の圧縮により、健全な財務運営の確保に努めます。

健全な財務運営の確保への取組み

Q U A L I T Y
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運用資産の譲渡と借入金の返済

各運用資産の将来性やポートフォリオ全体の資産構成等を検討した結果、譲渡を実施しました。

譲渡

アーバンスクエア八重洲ビル 
（譲渡日：平成21年3月24日） ����

Office 
A-13 譲渡価格 億円 

丸石新橋ビル 
（譲渡日：平成21年2月26日） ����

Office 
A-20 譲渡価格 億円 

パシフィックマークス内神田 
（譲渡日：平成21年2月26日） ����

Office 
A-23 譲渡価格 億円 

����譲渡価格 
合計 億円 

天神吉田ビル 
（譲渡日：平成21年2月26日） ���

Retail 
A-5 譲渡価格 億円 

既存借入金の期限前弁済及び運転資金に充当

借入金の
期限前
弁済

譲渡代金の多くを借入金の返済資金に充当することで、有利子負債の圧縮を行いました。

有利子負債の圧縮 財務基盤の安定性、堅実性 
健全な財務運営 

リファイナンス（借換え）について

返済期限の到来する有利子負債のリファイナンスについては、

返済期限の分散化　 借入期間の長期化　 金利の固定化
の実現に努めてまいります。

■ ポートフォリオ
安全性や収益性を考え構成された、投資資産の組み合わせのこと。REITの場合、保有する物件
の資産構成をいう。

本投資法人は、オフィスビルと中心市街地型商業施設に、合計70%以上（取得価格ベース）の投
資を行うことを方針としています。

＜分散投資＞
効率的なポートフォリオを築くために、地域分散、用途分散、規模分散、築年数分散等を考慮しながら資産
の取得・譲渡を実施していきます。

用語メモ 

1 2 3
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■ 内部成長（安定収益の確保と収益の向上）
物件のNOI（賃貸事業損益）を増加させることにより、資産価値や配当原資を増加させること。NOI増加
の具体的施策としては、新規テナントの誘致、既存テナントの賃料増額改定や高稼働率の維持のための
テナントへの各種施策、コスト削減等の実施等があげられる。

本投資法人は、高い稼働状況を維持し、テナントの賃料条件の適正化を図ることで、安定収入の維持に
努めます。

＜稼働率の向上と維持＞
既存テナントの退去リスクを極小化するよう、テナントの満足度向上に努めます。

＜今後の賃料改定＞
景気動向、テナントの業況を鑑み、テナントと密にコミュニケーションをとりながら、賃貸条件を適切にコントロール
していきます。

取得価格及び期末鑑定評価額の推移

主に鑑定評価機関が鑑定評価額を算出する際に使用する利回り等の数値について、昨今の経済・不動産市場等
を考慮して見直したことにより、鑑定評価額が低下しています。

テナント満足度向上への取組み例

改修前

一部床に砂利を引き、簡易なプランターが敷設され、灰皿・自動販売機だ
けが設置されていました。利用者の大半は設置されている灰皿を利用す
る喫煙者であり、利用者に偏りがある状態でした。

改修後

東京都が推進する「クールルーフ推進事業」の基準により緑化部分を造成し、
周辺部分に小型のテーブル・椅子を複数設置、テナント及びテナント関係者
だけのプライベートガーデンを設けました。従来の主な利用者であった喫煙
者に対しては、複数個の灰皿を用意するものの、分煙化を促進する配置とし、
喫煙者・非喫煙者ともに快適な利用を可能とする空間へ生まれ変わりました。

平成19年8月末 
（第3期末） 

平成20年2月末 
（第4期末） 

平成20年8月末 
（第5期末） 

平成21年2月末 
（第6期末） 

平成19年2月末 
（第2期末） 

350,000
（百万円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

取得価格 期末鑑定評価額 

201,836
231,436

251,451 253,763 251,673

210,402

248,391
271,134 272,140

249,025 

■屋上庭園（パシフィックマークス西新宿）

稼働率の向上や賃料改定の推進等の内部成長戦略により、保有資産の価値向上を目指します。

保有資産の運用状況

Q U A L I T Y
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稼働率の推移

引き続き稼働率は高水準ですが、前期に比べて、オフィスビル及び商業施設の稼働率が低下しています。
ポートフォリオ全体の稼働率が安定的に推移するようリーシングに注力します。

■ 期末鑑定評価額
決算期末日を基準日とする不動産鑑定評価機関による不動産の鑑定評価額のこと。
本投資法人は、内閣府の定める投資法人の計算に関する規則に従い、保有する不動産の期末時
点の評価額の算定を不動産鑑定評価機関に依頼し、期末毎の鑑定評価額を開示しています。

＜鑑定評価額＞
鑑定評価額は、物件特性（当該不動産の賃貸収入や建物の状況）だけではなく、地域特性（物件の所在する地
域の人口や地価動向、交通事情等）、一般事項（鑑定評価時点の国内景気動向全般）、市場動向（鑑定評価時点
の不動産の売買市場、賃貸市場の状況）等の様々な観点から、算出されます。
※例えば、賃貸事業収入や建物の状況が前期の鑑定時点とほぼ変わらない場合でも、不動産の売買市場や国内経済の悪化（改善）により、
鑑定評価額が下がる（上がる）ことがあります。

用語メモ 

賃貸改定状況

平成21年2月期（第6期）に東京圏のオフィスビルにおいて新規入居、又は契約更新を迎えた区画面積のうち、
約60.8%（契約面積ベース）で内部成長につながる賃料増額改定に成功しました。

2,500
（万円） 

平成19年2月期 
（第2期） 

750万円/月 
940万円/月 

1,150万円/月 

平成19年8月期 
（第3期） 

平成20年2月期 
（第4期） 

平成20年8月期 
（第5期） 

平成21年2月期 
（第6期） 

■ 契約更改後の１か月あたりの賃料上昇額（注）の推移（東京圏のオフィスビル） 

（注）当該期中に新居入居、又は契約
更新により契約条件が変更となっ
た区画のうち、新居入居の場合は
従前のテナントの賃料との差額を、
契約更新の場合は契約更新前の
賃料との差額を合計しています。 

2,000

1,500

1,000

500

0

（うち大型区画の賃料増額 
改定による増加分相当） 

1,080万円/月 

850万円/月 

2,150万円/月 

【第6期】 
賃料改定の対象面積：約8,400坪 
賃料増額に至った面積：約5,100坪 
うち新規賃料の平均上昇率※ 9.2% 
うち継続賃料の平均上昇率※ 8.2%

※平均上昇率＝ 
改定後の月額賃料増額分の合計／
改定前の月額賃料の合計×100

99.0
（%） 

平成18年9月末 
（上場時） 

平成19年2月末 
（第2期末） 

平成19年8月末 
（第3期末） 

平成20年2月末 
（第4期末） 

平成20年8月末 
（第5期末） 

平成21年2月末 
（第6期末） 

98.0

97.0

96.0

95.0

94.0

93.0

ポートフォリオ全体稼働率（%） オフィスビル稼働率（%） 商業施設稼働率（%） 

98.4 98.6

96.4

98.4

97.3

96.0

94.8

97.2 97.696.796.7

97.897.8 97.997.9

96.0

94.1

97.3

96.0

97.3
98.1



用途及びエリア別分散 

都市周辺型 複合商業施設 
8.1% 

 

都市周辺型 単一商業施設 
4.9%

オフィスビル 
68.7% 
 中心市街地型 

商業施設 
18.3% 

 ����％ 

オフィスビル及び中心市街地型 
商業施設重視 

��％ 
※投資比率は取得価格ベース 

中
心
市
街
地 

都
市
周
辺
地
域 

オフィス 
ビル 

商業施設 

Office A

Office B

東京圏 

大阪圏及び名古屋圏 

Office C その他都市圏 

Retail A 中心市街地型商業施設 

Retail B 都市周辺型複合商業施設 

Retail C 都市周辺型単一商業施設 

中心市街地におけるオフィスビルと商業施設への投資比率目標は 
 
 

以上 

13

ポートフォリオの分散状況（第6期末現在）〈取得価格ベース〉

保有資産の譲渡及び新たな資産の取得の結果、当期末のポートフォリオの分散状況は以下の通りです。

����

地域別分散（オフィスビル） 

％ 

大阪圏及び名古屋圏 
19.8%

東京圏 78.2% 
 

その他都市圏 2.0% 
 
 

東京圏重視 
 

規模別分散（オフィスビル） 

100億円以上 
42.8%

30億円以上 
50億円未満 
15.0%

30億円未満 
10.5%

50億円以上 
100億円未満 

31.8%

1物件あたり50億円超の 
大型物件重視 

����％ 

投資対象はオフィスビルと商業施設という日本の都市基盤を形成する

都市型商業不動産です。

ポートフォリオの概要

P O R T F O L I O
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都 市 型  
商 業 不 動 産  

3大都市圏（東京圏・大阪圏・名古屋圏）を中心に、その他の都市圏
（札幌、仙台、福岡）も含め、中心市街地に集中投資します。 

※商業施設については、立地と物件の特徴を考慮に入れ、 
　都市周辺地域にも投資します。 

エリア 

オフィスビルと商業施設に投資します。 
 

AREA

タイプ 

TYPE
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パシフィックマークス
西新宿 
JR「新宿」駅から徒歩8分。 
新宿新都心に近接する好立地。 

パシフィックマークス川崎 
JR「川崎」駅東口を代表するランドマークビル。 
駅前ロータリーに面した視認性の高い築浅物件。 

O ff i c e

Office
A-25

Office
A-5

Office
A-1

日立ハイテクビルディング 
地下鉄「虎ノ門」駅から徒歩3分。 
霞ヶ関エリアに近接する希少性の高い立地。 

パシフィックマークス築地 
地下鉄「新富町」駅から徒歩２分。 
銀座・築地が徒歩圏内の好立地。 

Office
A-3

Office
A-22

パシフィックマークス
新川 
地下鉄「茅場町」駅から徒歩4分。 
金融機関が集積する茅場町エリア
に立地。 

Office
A-12

パシフィックマークス
赤坂見附 
ビジネス・商業の拠点、赤坂地区に
所在し、2駅5路線利用可でフット
ワーク抜群の好立地。 

パシフィックマークス 
新宿パークサイド 
新宿副都心に近接し、1フロア面積最大600坪
強を有する希少な大型物件。 

Office
A-2

パシフィックマークス 
新宿サウスゲート 
ＪＲ「新宿」駅から徒歩3分、東京メトロ「新
宿三丁目」駅から徒歩1分。甲州・明治
両街道交差点に所在する好立地。 

Office
A-30

藤和浜松町ビル 
JR「浜松町」駅から徒歩3分。 
モノレールの利用により、空港へ
のアクセスにも優れている。 

Office
A-26

リーラヒジリザカ 
JR「田町」駅から徒歩7分、地下鉄
「三田」駅から徒歩4分。2駅4路
線利用可。第一京浜に近接する交
通至便の好立地。 

Office
A-27

オフィスのニーズはそれぞれ異なるため、いわゆる「行政区」ではなく、資産運用会社が独

自に考える「ゾーン」を設定し投資を行います。それは、3大都市圏の持つ交通インフラや

都市の発展に伴う街としての成長性、テナントの属性及び傾向等を考慮した戦略です。 

東京 
新宿 
四谷 

池袋 

上野 高田馬場 
日暮里 

秋葉原 

目黒 

新橋 

五反田 
大崎 

浜松町 
渋谷 

恵比寿 

横浜 

川崎 

鶴見 

新横浜 

新木場 
新浦安 

大井町 

大森 

天王洲 
アイル 

品川 

皇居 

神田・秋葉原・上野ゾーン 

日本橋周辺ゾーン 

東京中央ゾーン 

東京臨海ゾーン 

新宿・池袋ゾーン 

中央線沿線ゾーン 

東海道線沿線ゾーン 

Ｒ246・六本木・ 
恵比寿ゾーン 

横浜ゾーン 

東京圏 
A-24

A-10

A-28

A-12
A-9

A-27

A-2
A-5

A-3A-1

A-4
A-7

A-26

A-8

A-25

A-16

A-6
A-15

A-22
A-11

A-30

Office A-1 日立ハイテクビルディング 

 

Office A-2 パシフィックマークス新宿パークサイド 

Office A-3 パシフィックマークス築地 

 Office A-4 パシフィックマークス月島 

 

Office A-5 パシフィックマークス西新宿 

 Office A-6 パシフィックマークス横浜イースト 

 

Office A-7 パシフィックマークス新浦安 

 

Office A-8 大森シティビル 

 

Office A-9 赤坂氷川ビル　 

 Office A-10 パシフィックマークス渋谷公園通 

 

Office A-11 パシフィックマークス日本橋富沢町 

 Office A-13 アーバンスクエア八重洲ビル（平成21年3月売却済） 

 

Office A-12 パシフィックマークス赤坂見附 

 

Office A-15 横浜相生町ビル 

 Office A-16 パシフィックマークス新横浜 

 

Office A-22 パシフィックマークス新川 

 

Office A-24 パシフィックマークス目白 

 

Office A-25 パシフィックマークス川崎 

 Office A-26 藤和浜松町ビル 

 Office A-27 リーラヒジリザカ 

 

Office A-28 パシフィックマークス青葉台 

 

Office A-29 大塚HTビル 

 Office A-30 パシフィックマークス新宿サウスゲート 

オフィスビルは立地重視。 

オフィス 
（東京圏） 

A-13

A-29

14

P O R T F O L I O
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P O R T F O L I O

C1

C2

Office B-1

Office B-2

Office B-3

Office B-4

Office C-1

Office C-2

パシフィックマークス西梅田 

パシフィックマークス肥後橋 

名古屋錦シティビル 

パシフィックマークス江坂 

パシフィックマークス札幌北一条 

新札幌センタービル 

Retail B-1

Retail B-2

Retail C-1

Retail C-2

モラージュ柏 

ベルファ宇治 

イトーヨーカドー尾張旭店 

ニトリ横浜狩場インター店 

Retail A-1

Retail A-2

Retail A-3

Retail A-4

Retail A-6

心斎橋OPA本館 

心斎橋OPAきれい館 

パシフィーク天神 

アルボーレ天神 

アルボーレ神宮前 

 Retail A-7 アルボーレ仙台 中心市街地型 

 

 

都市周辺型 

関西大都市圏 

広島 

仙台 

福岡 

札幌 

その他都市圏 
A-3 A-4

A-1 B-2A-2

関東大都市圏 
A-6

その他都市圏 
A-7

B-1

中京大都市圏 
C-1

C-2
大阪 
梅田 

西九条 

難波 

近鉄難波 鶴橋 

京橋 

天王寺 

淀屋橋 
御
堂
筋 

四
つ
橋
筋 

新大阪 

江坂 

梅田周辺ゾーン 

大阪中央ゾーン 

新大阪 
周辺ゾーン 

名古屋城 

名古屋駅前ゾーン 

名古屋中央ゾーン 

伏見駅 

丸の内駅 

栄駅 
名古屋駅 

久屋大通駅 

B-4

B-1
B-2

B-3

大阪圏 名古屋圏 

R e t a i l
商業施設は、主要な都市圏、特に消費拡大が見込める中心市街地に立地する商業施設

を中心に投資します。さらに、立地のみならず商業施設自体の魅力や交通利便性等商圏

としての成長性や収益性を考慮に入れた投資を行います。 

商業施設は立地と商圏に着目。 

商業施設 

名古屋錦シティビル 
名古屋圏における代表的なオフィス街「錦」
に所在。市営地下鉄「伏見」駅から徒歩
4分の好アクセス物件。 

Office
B-3

パシフィックマークス 
札幌北一条 
札幌市内のビジネスエリアに位置する
ハイグレードビル。 

Office
C-1

Office
B-1

パシフィックマークス 
西梅田 
「オオサカ・ガーデンシティ」の一角に
美しいフォルムでそびえるインテリジェ
ンスビル。JR「大阪」駅、地下鉄｢梅田｣
駅に地下道で直結する優れた交通
アクセスと利便性。 

パシフィックマークス肥後橋 
地下鉄四つ橋線「肥後橋」駅に直結。 
交通アクセスと利便性に優れた肥後橋の玄関口。 

Office
B-2

アルボーレ仙台 
仙台市の中心商店街である「ク
リスロード」に面しており、高い
視認性及び利便性。 

Retail
A-7

心斎橋OPAきれい館 
心斎橋OPA本館に隣接。大阪の若者ファッション
の中心的存在である「アメリカ村」にも近い好立地。 

Retail
A-2

心斎橋OPA本館 
地下鉄「心斎橋」駅に直結。極めて高い
交通利便性を生かした集客力を有し、大
阪随一のブランドストリート「御堂筋」の
中心に位置。 

Retail
A-1

モラージュ柏 
都市周辺型商業施設として、広範囲から
集客。モラージュ柏 Part.2が平成20年
10月にオープン。 

Retail
B-1

イトーヨーカドー尾張旭店 
地域一番店としての規模とポテンシャルを有する。 
広域アクセスが良好な県道の交差点に立地。 

Retail
C-1

O f f i c e
オフィス 

（大阪圏・名古屋圏 
・その他都市圏） 
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2. 当期の資産運用の経過

（1）投資法人の主な推移
日本コマーシャル投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、「投資信託及び投資法人に関する法律」（昭和26年法

律第198号。その後の改正を含みます。）（以下「投信法」といいます。）に基づき、パシフィックコマーシャル株式会社（以
下「本資産運用会社」といいます。）を設立企画人として、平成18年2月22日に出資金100百万円（投資口数200口）で設立
され、平成18年3月22日に投信法に基づく関東財務局への登録を、同年9月26日に公募による投資口の追加発行（245,000口）
を実施し、株式会社東京証券取引所不動産投資信託証券市場（J-REIT市場）に上場（銘柄コード3229）しました。また、
同年10月24日には、第三者割当による投資口の追加発行（12,200口）を実施しました。
なお、当期末の発行済投資口数は257,400口、出資総額は116,753百万円となっています。

（注）株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律（平成16年法律第88号）の施行日である平成21年1月5日以降、本投資法人の
発行する投資証券について電子化が行われ、本投資法人の投資口は、振替投資口（社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。その後の改正を含みます。以下
「振替法」といいます。）第226条第1項に定める意味を有します。以下同じです。また、振替投資口である本投資法人の投資口を、以下「本振替投資口」といいます。）となり
ました。本振替投資口については、本投資法人は投資証券を発行することができず、権利の帰属は振替口座簿の記載又は記録により定まります（振替法第226条、第227条）。
なお、以下では、別途明記する場合を除き、本投資法人が発行する投資証券（以下「本投資証券」といいます。）についての記載は、本振替投資口を含むものとします。

（2）投資環境と運用実績
国内経済は、世界的な信用収縮による金融資本市場の混乱が実体経済へと波及し、特に、欧米金融機関の破綻や救済が相

次いだ昨秋以降、海外経済の減速や輸出の大幅な落込みによる企業収益や設備投資の減少に加え、雇用環境についても厳し
さが増す等、景況感は一段と悪化しています。
不動産市場においては、国内外の金融機関の貸出姿勢が厳格化するだけではなく、貸出の回収等を伴う与信収縮が発生す

る等、資金調達環境の悪化に伴い売買取引が大幅に減少し、東京都心部のオフィス市場でも、キャップレートの上昇による
不動産価格の下落が見られるようになり、競争力の劣る物件についてはその動きが顕著になってきました。
そのような中で、当期は、健全な財務基盤の安定化に資するポートフォリオの充実とバランスを取りながら、新たに既存

物件の競争力強化を目的とした1物件の取得（既存物件の増床）（取得価格2,210百万円）及び3物件の譲渡（譲渡価格合計
3,950百万円）を実施しました。
当期末現在、本投資法人が保有する資産は、オフィスビル29物件、商業施設10物件、合計39物件となり、総賃貸可能面

積は331,014.14㎡、稼働率は96.0％になりました。

〈取得資産の推移〉

平成20年9月

保有資産の取得価格総額（百万円）

保有物件数

賃貸可能面積（㎡）

稼働率（％）

253,763

42

329,975.51

97.3

平成20年10月

255,973

42

335,659.64

97.3

平成20年11月

255,973

42

335,673.84

97.4

平成20年12月

255,973

42

335,674.89

96.6

平成21年1月

255,973

42

335,663.85

96.5

平成21年2月

251,673

39

331,014.14

96.0

（3）資金調達の概要
当期においては、長期借入金の返済資金への充当を目的として、平成20年9月及び10月にそれぞれ17,500百万円、13,400

百万円の長期借入金の借入れを行いました。これにより、有利子負債の返済期限の分散を図るとともに有利子負債に占める
長期負債の比率を高め、金利上昇リスク及びリファイナンスリスクの軽減を図りました。
その後、格付機関による本投資法人の発行体格付けの見直しにより、平成20年12月26日付で担保設定に係る契約を締結

し、本投資法人が保有する資産に対し、根抵当権又は根質権を設定しました。これにより、今後の安定的な資金調達環境の
構築が期待できると考えています。また、平成21年1月21日付で既存借入金についてスプレッド（基準金利に対する上乗せ
幅をいいます。）が変更されました。
さらに、平成21年2月には、前記（2）に記載の通り保有資産3物件の譲渡を実施し、上記の担保設定契約に基づく既存借

入金の一部期限前弁済（総額2,762百万円）を行い、有利子負債の圧縮を実現しました。
これらの結果、本投資法人の当期末の有利子負債残高は19行・庫・社等より総額147,637百万円（うち1年内返済予定の

長期借入金は58,852百万円、長期借入金は61,784百万円、投資法人債は27,000百万円）となりました。また、当期末におけ
る期末総資産有利子負債比率は51.9％となっています。

1. 投資法人の運用状況等の推移

（注1）第2期における、総資産額及び純資産額の対前期比並びに期末自己資本比率の対前期増減については比較参考とならないため（－）表示としています。
（注2）1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数（第2期221,341口、第3期以降は257,400口）で除することにより算出しています。なお、第2期は株式会社東京

証券取引所不動産投資信託証券市場に上場後、実際に運用を開始した日である平成18年9月26日を期首とみなして、日数による加重平均投資口数（255,146口）により算出し
た1口当たり当期純利益を括弧内に併記しています。

（注3）総資産経常利益率＝経常利益／（（期首総資産＋期末総資産）÷2）×100
（小数第2位以下を四捨五入して記載しています。）
なお、第2期の実質的な運用開始は平成18年9月26日からです。

（注4）自己資本利益率＝当期純利益／（（期首純資産＋期末純資産）÷2）×100
（小数第2位以下を四捨五入して記載しています。）

（注5）期末自己資本比率＝期末純資産額／期末総資産額×100（小数第2位以下を四捨五入して記載しています。）
（注6）配当性向＝分配金総額／当期純利益×100（小数第2位以下を切り捨てて記載しています。）
（注7）賃貸NOI＝不動産賃貸事業収入―不動産賃貸事業費用＋当期減価償却費
（注8）1口当たりFFO＝FFO（＝当期純利益＋当期減価償却費＋その他の償却費－不動産等売却損益）／期末発行済投資口数（小数点以下を切り捨てて記載しています。）
（注9）FFO倍率＝期末投資口価格／年換算後1口当たりFFO（小数点以下を切り捨てて記載しています。）

（注10）デット・サービス・カバレッジ・レシオ＝金利償却前当期純利益／支払利息（投資法人債利息を含みます。）
（小数点以下を切り捨てて記載しています。）

（注11）金利償却前当期純利益＝経常利益＋現金支出を伴わない費用＋支払利息
（注12）期末総資産有利子負債比率＝期末有利子負債額／期末総資産額×100（小数第2位以下を四捨五入して記載しています。）
（注13）第2期の営業期間は、平成18年9月1日～平成19年2月28日の181日間です。

（実質的な運用開始は平成18年9月26日からの156日間となります。）

期

営業収益
（うち不動産賃貸事業収入）
営業費用
（うち不動産賃貸事業費用）
営業利益
経常利益
当期純利益
総資産額
（対前期比） （注1）
純資産額
（対前期比） （注1）
出資総額
発行済投資口総数
1口当たり純資産額
分配金総額

1口当たり当期純利益 （注2）

1口当たり分配金
（うち1口当たり利益分配金）
（うち1口当たり利益超過分配金）
総資産経常利益率 （注3）
（年換算）
自己資本利益率 （注4）
（年換算）
期末自己資本比率 （注5）
（対前期増減） （注1）
配当性向 （注6）
当期減価償却費
当期資本的支出額
賃貸NOI（Net Operating Income） （注7）
1口当たりFFO（Funds from Operation）（注8）
FFO（Funds from Operation）倍率 （注9）
デット・サービス・カバレッジ・レシオ（注10）
金利償却前当期純利益 （注11）
支払利息（投資法人債利息を含む。）
有利子負債額
期末総資産有利子負債比率 （注12）
当期運用日数 （注13）

5,616
（5,616）
2,053
（1,852）
3,562
2,477
2,470

234,360
（－）

119,074
（－）

116,753
257,400
462,606
2,460
11,160
（9,682）
9,558
（9,558）
（－）
2.1
（4.9）
4.1
（9.7）
50.8
（－）
99.5
678
98

4,442
13,011
19
10

3,711
362

96,700
41.3
156

7,674
（7,674）
3,358
（2,905）
4,316
3,226
3,225

269,567
（＋15.0）
119,807
（＋0.6）
116,753
257,400
465,452
3,225

12,530

12,530
（12,530）

（－）
1.3
（2.5）
2.7
（5.4）
44.4

（△6.4）
99.9
878
395
5,647
17,219
13
7

5,160
728

129,100
47.9
184

8,894
（8,205）
4,069
（3,392）
4,824
3,539
3,538

291,527
（＋8.1）
119,969
（＋0.1）
116,753
257,400
466,081
3,538

13,745

13,746
（13,746）

（－）
1.3
（2.5）
3.0
（5.9）
41.2

（△3.2）
100.0
955
506
5,768
15,836
15
5

5,755
990

149,500
51.3
182

9,777
（8,476）
4,288
（3,478）
5,488
4,097
4,088

294,472
（＋1.0）
120,621
（＋0.5）
116,753
257,400
468,613
4,088

15,883

15,883
（15,883）

（－）
1.4
（2.8）
3.4
（6.7）
41.0

（△0.2）
99.9
979
800
5,976
15,706

7
5

6,422
1,079

151,000
51.3
184

8,610
（8,610）
4,771
（3,659）
3,839
2,337
2,341

284,354
（△3.4）
118,882
（△1.4）
116,753
257,400
461,860
2,341

9,096

9,097
（9,097）
（－）
0.8
（1.6）
2.0
（3.9）
41.8

（＋0.8）
100.0
1,019
265
5,971
16,382

1
4

4,758
1,116

147,637
51.9
181

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

％

百万円

％

百万円

口

円

百万円

円

円

円

円

％

％

％

％

％

％

％

百万円

百万円

百万円

円

倍

倍

百万円

百万円

百万円

％

日

第2期

自 平成18年9月 1 日
至 平成19年2月28日

第3期

自 平成19年3月 1 日
至 平成19年8月31日

第4期

自 平成19年9月 1 日
至 平成20年2月29日

第5期 第6期

自 平成20年3月 1 日
至 平成20年8月31日

自 平成20年9月 1 日
至 平成21年2月28日

営業期間

資産運用報告

Ⅰ. 資産運用の概況

第2期

604,000期末投資口価格（円）

第3期

453,000

第4期

478,000

第5期

223,100

第6期

45,350
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（単位：円）

期

営業期間

第2期

自 平成18年9月 1 日
至 平成19年2月28日

第3期

自 平成19年3月 1 日
至 平成19年8月31日

第4期

自 平成19年9月 1 日
至 平成20年2月29日

第5期 第6期

自 平成20年3月 1 日
至 平成20年8月31日

自 平成20年9月 1 日
至 平成21年2月28日

当期未処分利益総額

利益留保額

金銭の分配金総額
（1口当たり分配金）

うち利益分配金総額
（1口当たり利益分配金）

うち出資払戻総額
（1口当たり出資払戻額）

2,460,319,770

90,570

2,460,229,200
（9,558）

2,460,229,200
（9,558）

－
（－）

3,225,343,336

121,336

3,225,222,000
（12,530）

3,225,222,000
（12,530）

－
（－）

3,538,271,709

51,309

3,538,220,400
（13,746）

3,538,220,400
（13,746）

－
（－）

4,088,389,697

105,497

4,088,284,200
（15,883）

4,088,284,200
（15,883）

－
（－）

2,341,579,938

12,138

2,341,567,800
（9,097）

2,341,567,800
（9,097）

－
（－）

4. 分配金等の実績

分配金につきましては、原則として租税特別措置法第67条の15に規定される本投資法人の配当可能所得の金額の100分の
90に相当する金額を超えて分配するものとして本投資法人が決定する金額とします。当期においては、投資口1口当たりの
分配金が1円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、分配金総額は2,341,567,800円、投資口
1口当たりの分配金は9,097円となりました。

5. 今後の運用方針及び対処すべき課題

（1）運用環境
世界的な金融資本市場の混乱に加え、国内経済の景気悪化が現実のものとなっており、当面の間、景気回復は期待し難い

状況です。
不動産賃貸市場においては、景気の悪化がマーケットの需要に与える悪影響は避けられず、その影響を慎重に見極めてい

く必要があると考えています。
オフィス賃貸市場においては、企業収益の悪化等の影響で、テナント企業の事務所撤退・縮小といったリストラの動きが

目立ち、また、平均賃料についても、下落傾向が続き、賃料相場は弱含みで推移しており、景気低迷の中でオフィス賃貸市
場の先行きに不透明感がさらに強まっています。三鬼商事株式会社「最新オフィスビル市況（2009年3月）」によると、東
京ビジネス地区の2月末時点の空室率は、5.6％と3年8か月ぶりに5％を超えています。大阪ビジネス地区、名古屋ビジネス
地区においても各々7％台、9％台と上昇しています。
また、商業施設賃貸市場においては、個人消費の低迷により売上げは低迷し、店舗テナントの新規出店を抑制する動きが

強まっています。
不動産売買市場においては、金融機関による融資姿勢が今後どのように変化するかを慎重に見極める必要があります。市

況の下落局面における投資判断・資金調達力等運用の総合力が試される環境であると認識しています。
このような中で、本投資法人は、柔軟なリーシング戦略によるテナント企業の確保、既存テナントとのリレーション強化

による稼働率の維持等を通じ、従来以上に慎重な運用判断により、収益悪化を極小化し、引き続き安定的なキャッシュ・フ
ローを享受できる資産運用を行います。

なお、当期末現在における投資法人債の概要及び本投資法人の格付けは以下の通りです。

〈投資法人債の概要〉

募集方法 発行総額
（百万円） 利　率 発行年月日 償還期限銘　　　柄

第1回無担保投資法人債

第2回無担保投資法人債

合　　　計

私募

私募

－

〈発行体格付けの取得状況〉

格付け格付機関

株式会社格付投資情報センター（R＆I） （BBB－）（注1）

内　　容

格付けの方向性：ネガティブ

10,000

17,000

27,000

年1.52％

年1.96％

－

平成19年 4 月13日

平成19年 4 月13日

－

平成22年 4 月13日

平成24年 4 月13日

－

（4）業績及び分配の概要
このような運用の結果、当期の運用実績としては、営業収益8,610百万円、営業利益3,839百万円、経常利益2,337百万円、

当期純利益2,341百万円となりました。
分配金につきましては、原則として租税特別措置法第67条の15に規定される本投資法人の配当可能所得の金額の100分の

90に相当する金額を超えて分配するものとして本投資法人が決定する金額とします。当期においては、投資口1口当たりの
分配金が1円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、分配金総額は2,341,567,800円、投資口
1口当たりの分配金は9,097円となりました。

3. 増資等の状況

当期において増資等は行っておらず、出資総額等の異動はありません。当期までの発行済投資口数及び出資総額の増減の
状況は、以下の通りです。

年月日 摘　要
発行済投資口数（口）

増　減 残　高 増　減 残　高

出資金総額（千円）
備　考

平成18年 2 月22日

平成18年 9 月26日

平成18年10月24日

私募設立

公募増資

第三者割当

200

245,000

12,200

200

245,200

257,400

100,000

111,119,750

5,533,310

100,000

111,219,750

116,753,060

（注1）

（注2）

（注3）
（注1）1口当たり発行価格500,000円にて、パシフィックマネジメント株式会社（現：パシフィックホールディングス株式会社）による出資により本投資法人が設立されました。
（注2）1口当たり発行価格470,000円（発行価額453,550円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的とする公募新投資口を発行し、資産の運用を開始しました。
（注3）1口当たり発行価額453,550円にて、大和証券エスエムビーシー株式会社を割当先とする新投資口の発行を行いました。

資産運用報告

投資証券の取引所価格の推移
本投資法人が投資証券を上場する、株式会社東京証券取引所の不動産投資信託証券市場における営業期間別の最高価格及

び最低価格（終値）は、以下の通りです。
（単位：円）

期

決算年月

最高

最低

期初価格（注）

期末価格（注）

第2期

平成19年2月

670,000

461,000

472,000

604,000

655,000

442,000

585,000

453,000

504,000

369,000

451,000

478,000

447,000

200,400

447,000

223,100

278,500

43,400

226,900

45,350

第3期

平成19年8月

第4期

平成20年2月

第5期

平成20年8月

第6期

平成21年2月

（注）「期初価格」及び「期末価格」は、それぞれ期初日、期末日の終値を記載していますが、第2期の期初価格は、上場日（平成18年9月26日）の終値を記載しています。

（注1）平成21年3月11日付で、（BB）への見直しが行われ、レーティング・モニター（格下げ方向）継続となっています。
（注2）ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インクに対し、平成21年2月4日付で格付けの取下げを依頼しました。同社により平成21年2月5日付で、Ba3に引き下げたうえで

取り下げられました。なお、取り下げ前の格付け見通しはネガティブでした。

区　分 借入金額
（百万円） 借入先金融機関名 適用金利平成21年2月末残高

（百万円）
借入
年月日 返済期限

タームローンR

タームローンU

タームローンS

タームローンT

合　　計

14,500

3,000

6,900

6,500

30,900

株式会社三井住友銀行
株式会社あおぞら銀行
株式会社三菱東京UFJ銀行

住友信託銀行株式会社

株式会社三井住友銀行

株式会社三井住友銀行

－

全銀協6か月物
円TIBOR＋0.80％（注1）14,175

2,932

6,745

6,354

30,208

平成20年
9 月29日

平成20年
9 月29日

－

平成22年
9 月29日

平成22年
9 月29日

平成20年
10月30日

平成22年
4 月30日

平成20年
10月30日

平成22年
10月29日

－

全銀協6か月物
円TIBOR＋0.80％（注1）

全銀協1か月物
円TIBOR＋0.80％（注2）

全銀協6か月物
円TIBOR＋0.80％（注3）

－
（注1）平成21年2月28日現在の適用金利を記載しています。なお、平成21年3月30日以降の適用金利は全銀協6か月物円TIBOR＋0.90％です。
（注2）平成21年2月28日現在の適用金利を記載しています。なお、当初適用金利は全銀協1か月物円TIBOR＋0.70％です。
（注3）平成21年2月28日現在の適用金利を記載しています。なお、平成21年4月30日以降の適用金利は全銀協6か月物円TIBOR＋0.90％です。
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（2）今後の運用方針及び対処すべき課題
①新スポンサー会社の選定
本資産運用会社の親会社である更生会社パシフィックホールディングス株式会社は、平成21年3月10日に東京地方裁判所

に対し会社更生手続開始の申立てを行い、平成21年3月31日に、同裁判所より会社更生手続の開始決定を受けました。
これを受け、本投資法人においては、本資産運用会社の新たな株主（以下「新スポンサー会社」といいます。）として、

本投資法人の中長期的な成長のサポートが可能な企業の選定を、本資産運用会社が中心となり、本資産運用会社、本投資法
人及び主力金融機関の間で十分に連携を取りながら、可及的速やかに確定させ、本資産運用会社の運用体制の基盤安定化及
び本投資法人の資金調達環境の改善を図る方針で鋭意取り組んでいます。
②運用戦略
（衢）バリューアップ戦略
本投資法人は、オフィスビルについては、オフィス賃貸市場における保有物件の優位性を高めるとともに、テナントに快

適なオフィス環境を提供するために適時リノベーション工事を行い、テナント満足度の向上を実現し、稼働率や賃料単価の
維持につなげていくことにより、継続的な資産価値の向上に努めていきます。
また、商業施設については、入居店舗の営業支援に視点を置き、店舗運営を行うテナント及び施設を利用する消費者の立

場に立ち、施設の陳腐化を防ぐためのリノベーションや販促等の施策の実行を継続していきます。
（衫）賃料改定
前述のような運用環境の下、賃料更改や新規成約に関して適切に対応し、継続的な収益の向上を目指します。なお、経済

情勢や賃貸マーケット情勢の変動を十分に注視し、都度迅速に運用判断を実行していくことにより、引き続き高稼働状態を
維持していくよう取り組んでいきます。
（袁）資産の維持管理
本投資法人では、保有資産の資産価値を中長期的に維持・向上させていくため、長期修繕計画方針のもと、適切に建物設

備の改修・更新に努めていきます。
③投資戦略
本投資法人は、投資方針に従い、3大都市圏やその他の都市圏、特に中心市街地に立地するオフィスビル及び商業施設に

投資の主軸を置き、また、投資比率については、オフィスビル及び中心市街地型商業施設への投資を全体の70％以上（取得
価格ベース）行うこととしています。国内外の経済情勢や不動産市場の動向等を踏まえ、個別物件の収益性や将来性を十分
に検討の上、ポートフォリオの質的向上を図ります。
④財務戦略
本投資法人は、資金調達リスクの軽減を最重要課題と位置づけ、取引金融機関との良好な関係を維持し、世界的な信用収

縮状況にある金融環境においても、円滑な資金調達を行うべく全力で取り組みます。
具体的には、個別の資金調達において、全体の資金調達コストの削減に努めつつ、金利変動リスクを軽減するために、長

期・短期の借入期間、固定・変動の金利形態等のバランスを図り、また、資金の再調達リスクを軽減するため、返済期限や
借入先の分散を図るよう努めます。借入先については、上場時国内金融機関10社からの借入れを行って以来、分散に努めて
まいりましたが、引き続きバランスに留意した調達を行うとともに、円滑なリレーションシップの維持に努めます。
また、金利上昇リスクに対しては、金利動向を注視しつつ、金利キャップの購入及び金利スワップ契約の締結等による金

利上昇リスクに対するヘッジを検討することにより、引き続き計画的な財務運営に努めます。

6. 決算後に生じた重要な事実

本投資法人において、決算日後に生じた重要な事項は以下の通りです。

（1）資産の譲渡
本投資法人は、投資法人規約に定める方針に基づき、以下に掲げる資産の現状及び将来にわたっての収益及び資産価値の

増減等についての予測並びにポートフォリオ全体の資産構成等を総合的に勘案し、平成21年3月19日付で当該特定資産の譲
渡を決定し、平成21年3月24日付で譲渡を完了しています。
当該特定資産の概要は以下の通りです。

物件番号 ：OfficeA-13
物件名称 ：アーバンスクエア八重洲ビル
譲渡価格（注1） ：2,550,000千円
所在地（注2） ：東京都中央区
資産の種類 ：不動産
用途 ：オフィスビル
売買契約締結日 ：平成21年3月24日
譲渡日 ：平成21年3月24日
譲渡先 ：国内一般事業会社となりますが、開示することについて、同意を得られていません。
損益に与える影響 ：不動産等売却益約218百万円を計上する予定です。
（注1）「譲渡価格」には、消費税及び地方消費税、固定資産税及び都市計画税精算金相当額、その他譲渡経費を含みません。
（注2）「所在地」には、各物件が所在する地域における最小独立行政区画を記載しています。

（2）資金の借入
本投資法人は、既存借入金の元本返済期限到来に伴う返済資金への充当を目的とし、平成21年3月24日付で以下の通り資

金の借入れを決定し、平成21年3月27日付で借入れの実行を完了しています。

タームローンV号（期間：3か月）
借入先 ：株式会社三菱東京UFJ銀行
借入金額 ：3,524,000千円
利率 ：全銀協1か月物円TIBOR＋1.5％

平成21年3月27日から平成21年4月26日までの期間の適用利率は2.0675％
借入実行日 ：平成21年3月27日
返済期日 ：平成21年6月29日
担保・保証 ：有担保・無保証

タームローンW号（期間：3か月）
借入先 ：三菱UFJ信託銀行株式会社
借入金額 ：3,524,000千円
利率 ：全銀協1か月物円TIBOR＋1.5％

平成21年3月27日から平成21年4月26日までの期間の適用利率は2.0675％
借入実行日 ：平成21年3月27日
返済期日 ：平成21年6月29日
担保・保証 ：有担保・無保証

タームローンX号（期間：3か月）
借入先 ：株式会社みずほコーポレート銀行
借入金額 ：3,524,000千円
利率 ：全銀協1か月物円TIBOR＋1.5％

平成21年3月27日から平成21年4月26日までの期間の適用利率は2.0675％
借入実行日 ：平成21年3月27日
返済期日 ：平成21年6月29日
担保・保証 ：有担保・無保証

タームローンY号（期間：3か月）
借入先 ：株式会社あおぞら銀行
借入金額 ：1,321,000千円
利率 ：全銀協1か月物円TIBOR＋1.5％

平成21年3月27日から平成21年4月26日までの期間の適用利率は2.0675％
借入実行日 ：平成21年3月27日
返済期日 ：平成21年6月29日
担保・保証 ：有担保・無保証

タームローンZ号（期間：3か月）
借入先 ：株式会社新生銀行
借入金額 ：881,000千円
利率 ：全銀協1か月物円TIBOR＋1.5％

平成21年3月27日から平成21年4月26日までの期間の適用利率は2.0675％
借入実行日 ：平成21年3月27日
返済期日 ：平成21年6月29日
担保・保証 ：有担保・無保証

タームローン27号（注）（期間：3か月）
借入先 ：全国信用協同組合連合会
借入金額 ：926,000千円
利率 ：全銀協1か月物円TIBOR＋1.5％

平成21年3月27日から平成21年4月26日までの期間の適用利率は2.0675％
借入実行日 ：平成21年3月27日
返済期日 ：平成21年6月29日
担保・保証 ：有担保・無保証

（注）従来、本投資法人の借入名称にはアルファベットを用いてきました（A号からZ号の合計26契約）が、27件目以降の契約については算用数字を用いることとします。

資産運用報告
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タームローンJ号（期間：3年）
借入先 ：株式会社三菱東京UFJ銀行、三菱UFJ信託銀行株式会社、株式会社新生銀行、株式会社あ

おぞら銀行、住友信託銀行株式会社
平成21年2月末借入残高 ：12,708,931千円
一部期限前弁済金額 ：185,756千円
一部期限前弁済後借入残高：12,523,175千円
元本返済期日 ：平成22年9月27日

タームローンK号（期間：4年）
借入先 ：全国共済農業協同組合連合会、あいおい損害保険株式会社
平成21年2月末借入残高 ：1,955,220千円
一部期限前弁済金額 ：28,577千円
一部期限前弁済後借入残高：1,926,642千円
元本返済期日 ：平成23年9月27日

タームローンL号（期間：4年）
借入先 ：株式会社日本政策投資銀行
平成21年2月末借入残高 ：977,610千円
一部期限前弁済金額 ：14,288千円
一部期限前弁済後借入残高：963,321千円
元本返済期日 ：平成23年9月27日

タームローンN号（期間：2年10か月）
借入先 ：中央三井信託銀行株式会社
平成21年2月末借入残高 ：1,955,220千円
一部期限前弁済金額 ：28,577千円
一部期限前弁済後借入残高：1,926,642千円
元本返済期日 ：平成22年9月27日

タームローンO号（期間：3年）
借入先 ：株式会社あおぞら銀行
平成21年2月末借入残高 ：3,226,113千円
一部期限前弁済金額 ：47,153千円
一部期限前弁済後借入残高：3,178,959千円
元本返済期日 ：平成22年11月29日

タームローンQ号（期間：3年2か月）
借入先 ：株式会社日本政策投資銀行
平成21年2月末借入残高 ：1,955,220千円
一部期限前弁済金額 ：28,577千円
一部期限前弁済後借入残高：1,926,642千円
元本返済期日 ：平成23年9月27日

タームローンR号（期間：2年）
借入先 ：株式会社三井住友銀行、株式会社あおぞら銀行、株式会社三菱東京UFJ銀行
平成21年2月末借入残高 ：14,175,347千円
一部期限前弁済金額 ：207,189千円
一部期限前弁済後借入残高：13,968,157千円
元本返済期日 ：平成22年9月29日

タームローンS号（期間：1年6か月）
借入先 ：株式会社三井住友銀行
平成21年2月末借入残高 ：6,745,510千円
一部期限前弁済金額 ：98,593千円
一部期限前弁済後借入残高：6,646,916千円
元本返済期日 ：平成22年4月30日

資産運用報告

（3）資金の返済
本投資法人は、平成20年12月26日付担保基本協定書に基づき、前記「（1）資産の譲渡」記載の譲渡代金の一部をもって、

平成21年3月24日付で下記の通り既存借入金の一部期限前弁済について返済を完了しています。

タームローンC号（期間：3年）
借入先 ：株式会社三井住友銀行、株式会社あおぞら銀行、株式会社みずほコーポレート銀行、株式

会社新生銀行、住友信託銀行株式会社、株式会社りそな銀行、三井住友海上火災保険株式
会社、農林中央金庫

平成21年2月末借入残高 ：37,149,185千円
一部期限前弁済金額 ：542,980千円
一部期限前弁済後借入残高：36,606,205千円
元本返済期日 ：平成21年9月27日

タームローンD号（期間：2年10か月）
借入先 ：中央三井信託銀行株式会社
平成21年2月末借入残高 ：3,421,635千円
一部期限前弁済金額 ：50,011千円
一部期限前弁済後借入残高：3,371,624千円
元本返済期日 ：平成21年9月27日

タームローンE号（期間：2年9か月）
借入先 ：中央三井信託銀行株式会社
平成21年2月末借入残高 ：2,150,742千円
一部期限前弁済金額 ：31,435千円
一部期限前弁済後借入残高：2,119,306千円
元本返済期日 ：平成21年9月27日

タームローンF号（トランシェA）（期間：5年）
借入先 ：株式会社三井住友銀行、株式会社損害保険ジャパン、住友信託銀行株式会社、株式会社広

島銀行、株式会社三重銀行
平成21年2月末借入残高 ：4,888,050千円
一部期限前弁済金額 ：71,444千円
一部期限前弁済後借入残高：4,816,605千円
元本返済期日 ：平成24年3月30日

タームローンF号（トランシェB）（期間：5年）
借入先 ：大同生命保険株式会社
平成21年2月末借入残高 ：1,955,220千円
一部期限前弁済金額 ：28,577千円
一部期限前弁済後借入残高：1,926,642千円
元本返済期日 ：平成24年3月30日

タームローンG号（期間：5年）
借入先 ：大同生命保険株式会社
平成21年2月末借入残高 ：1,955,220千円
一部期限前弁済金額 ：28,577千円
一部期限前弁済後借入残高：1,926,642千円
元本返済期日 ：平成24年6月26日

タームローンI号（期間：1年6か月）
借入先 ：株式会社三菱東京UFJ銀行、三菱UFJ信託銀行株式会社、全国信用協同組合連合会、株式

会社みずほコーポレート銀行、株式会社新生銀行、株式会社あおぞら銀行
平成21年2月末借入残高 ：16,130,567千円
一部期限前弁済金額 ：235,767千円
一部期限前弁済後借入残高：15,894,799千円
元本返済期日 ：平成21年3月27日
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1. 出資の状況

Ⅱ. 投資法人の概況

項　目 第2期
平成19年2月28日現在

第3期
平成19年8月31日現在

第4期
平成20年2月29日現在

第5期
平成20年8月31日現在

第6期
平成21年2月28日現在

発行可能投資口総口数（口）

発行済投資口数の総数（口）

出資総額（円）

投資主数（人）

2,000,000

257,400

116,753,060,000

11,369

2,000,000

257,400

116,753,060,000

9,692

2,000,000

257,400

116,753,060,000

8,864

2,000,000

257,400

116,753,060,000

9,682

2,000,000

257,400

116,753,060,000

11,760

2. 投資口に関する事項

平成21年2月28日現在における主要な投資主は以下の通りです。

氏名又は名称 所有投資口数
（口）

発行済投資口数の総数に対する
所有投資口数の割合（％）（注1）

ゴールドマン・サックス・インターナショナル

日興シティ信託銀行株式会社（投信口）

富士火災海上保険株式会社

ドイチェバンクアーゲーロンドンピービーノントリティークライアンツ613

更生会社パシフィックホールディングス株式会社（注2）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（投信口）

クレディスイスセキュリティーズヨーロッパリミテッドピービーセクイントノントリーティクライアント

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー

ノーザントラストカンパニー（エイブイエフシー）サブアカウントブリテイツシユクライアント

バークレイズキャピタルセキュリティーズロンドンケイマンクライアンツ

合　　　計

21,954

20,135

17,976

14,684

12,400

8,631

8,412

7,009

6,500

6,139

123,840

8.52

7.82

6.98

5.70

4.81

3.35

3.26

2.72

2.52

2.38

48.11

3. 役員等に関する事項

平成21年2月28日現在における役員等の氏名又は名称は以下の通りです。

役職名 役員等の氏名
又は名称 主 な 兼 職 等 当該営業期間における

役職毎の報酬の総額（千円）

執行役員

監督役員

監督役員

監督役員

会計監査人

牧野　知弘

日野　正晴

栗林　勉

岩闢 潤也

あずさ監査法人

－

日野正晴法律事務所　所長

栗林総合法律事務所　所長

株式会社みのり会計　執行役員

－

4,800

4,500

12,500

（注1）「発行済投資口数の総数に対する所有投資口数の割合」は、小数第2位未満を切り捨てて記載しています。
（注2）更生会社パシフィックホールディングス株式会社は、平成21年3月10日に東京地方裁判所に対し会社更生手続開始の申立てを行い、平成21年3月31日に、同裁判所より会社更

生手続開始決定を受けました。

4. 資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者

平成21年2月28日現在の資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者は以下の通りです。

委託区分 名　　　称

資産運用会社

資産保管会社

一般事務受託者（会計事務等）

一般事務受託者（投資主名簿等管理等）

一般事務受託者（特別口座管理等）

一般事務受託者（機関運営事務等）

一般事務受託者（投資法人債に関する事務等）

パシフィックコマーシャル株式会社

住友信託銀行株式会社

税理士法人平成会計社

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社

株式会社みずほコーポレート銀行

（注1）執行役員及び監督役員は、上記記載以外の法人の役員である場合がありますが、上記を含めていずれも本投資法人と利害関係はありません。
（注2）執行役員及び監督役員は、いずれも本投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有していません。

（参考情報）
（衢）運用資産の名称変更
本投資法人の運用物件について、テナントの入れ替えに伴い、既存テナントの商号が含まれる運用資産の名称を変更しま

した。

（衫）本投資法人の本店移転
平成21年4月14日付の本投資法人役員会において、本店を移転することを決定しました。

物件番号
運用資産の名称

新 名 称 旧 名 称
変更時期

Retail C-2 ニトリ横浜狩場インター店 ケーヨーD2狩場インター店 平成21年 3 月17日

資産運用報告

タームローンT号（期間：2年）
借入先 ：株式会社三井住友銀行
平成21年2月末借入残高 ：6,354,465千円
一部期限前弁済金額 ：92,878千円
一部期限前弁済後借入残高：6,261,587千円
元本返済期日 ：平成22年10月29日

タームローンU号（期間：2年）
借入先 ：住友信託銀行株式会社
平成21年2月末借入残高 ：2,932,830千円
一部期限前弁済金額 ：42,866千円
一部期限前弁済後借入残高：2,889,963千円
元本返済期日 ：平成22年9月29日

また、本投資法人は、前記「（2）資金の借入」記載の借入金及び手元資金をもって、平成21年3月27日付で元本返済期限
が到来した以下の既存借入金について返済を完了しています。

タームローンI号（期間：1年6か月）
借入先 ：株式会社三菱東京UFJ銀行、三菱UFJ信託銀行株式会社、全国信用協同組合連合会、株式

会社みずほコーポレート銀行、株式会社新生銀行、株式会社あおぞら銀行
返済金額 ：15,894,799千円（注）
返済日 ：平成21年3月27日
元本返済方法 ：一括返済

（注）平成21年2月26日及び平成21年3月24日付で、当初借入金額16,500百万円のうち合計605百万円について一部期限前弁済をしています。

旧 新 移転予定日

本店所在地
〒100-6105
東京都千代田区永田町二丁目11番1号

〒101-0051
東京都千代田区神田神保町一丁目14番地1 平成21年 4 月27日
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（注1）本投資法人の投資方針に基づき区分しています。
（注2）「保有総額」は、平成21年2月28日現在の貸借対照表計上額（不動産等については、減価償却後の帳簿価額）を記載しています。
（注3）「対総資産比率」は、資産総額に対する当該資産の保有総額の比率を小数第2位以下を四捨五入して記載しています。
（注4）平成21年3月17日付で、運用資産の名称を変更しました。詳細は「蠢．資産運用の概況 6.決算後に生じた重要な事実（参考情報）（衢）運用資産の名称変更」をご参照下さい。

エリア
（注1）

用途／類型
（注1）

投資対象地域
（注1） 物件番号 物 件 名 称 保有総額

（千円）（注2）
対総資産
比率（注3）

中心市街地

都市周辺地域

オフィスビル 東京圏 Office A-1
Office A-2
Office A-3
Office A-4
Office A-5
Office A-6
Office A-7
Office A-8
Office A-9
Office A-10
Office A-11
Office A-12
Office A-13
Office A-15
Office A-16
Office A-22
Office A-24
Office A-25
Office A-26
Office A-27
Office A-28
Office A-29
Office A-30

Office B-1
Office B-2
Office B-3
Office B-4

Office C-1
Office C-2

Retail A-6
Retail A-1
Retail A-2
Retail A-3
Retail A-4
Retail A-7

Retail B-1
Retail B-2

Retail C-2

Retail C-1

日立ハイテクビルディング
パシフィックマークス新宿パークサイド
パシフィックマークス築地
パシフィックマークス月島
パシフィックマークス西新宿
パシフィックマークス横浜イースト
パシフィックマークス新浦安
大森シティビル
赤坂氷川ビル
パシフィックマークス渋谷公園通
パシフィックマークス日本橋富沢町
パシフィックマークス赤坂見附
アーバンスクエア八重洲ビル
横浜相生町ビル
パシフィックマークス新横浜
パシフィックマークス新川
パシフィックマークス目白
パシフィックマークス川崎
藤和浜松町ビル
リーラヒジリザカ
パシフィックマークス青葉台
大塚HTビル
パシフィックマークス新宿サウスゲート

パシフィックマークス西梅田
パシフィックマークス肥後橋
名古屋錦シティビル
パシフィックマークス江坂

パシフィックマークス札幌北一条
新札幌センタービル

アルボーレ神宮前
心斎橋OPA本館
心斎橋OPAきれい館
パシフィーク天神
アルボーレ天神
アルボーレ仙台

モラージュ柏
ベルファ宇治

ニトリ横浜狩場インター店
（旧：ケーヨーD2狩場インター店）（注4）
イトーヨーカドー尾張旭店

19,046,090
15,604,605
11,459,223
8,178,758
8,045,590
7,098,130
4,726,874
3,887,360
3,503,644
3,153,485
2,636,958
2,470,943
2,234,131
1,721,699
1,652,706
3,575,928
2,093,362
15,705,431
7,502,977
4,483,792
3,175,227
2,083,351
5,332,907

139,373,182
8,822,691
5,811,116
5,325,545
15,329,012
35,288,365
2,249,516
1,233,317
3,482,834

178,144,381
2,625,705
32,767,231
3,602,659
3,680,752
1,452,480
3,199,582
47,328,411
225,472,793
17,696,923
3,180,894
20,877,817

4,534,229

8,075,683
12,609,913
80,816,141
33,487,730
25,393,881
284,354,405

6.7％
5.5％
4.0％
2.9％
2.8％
2.5％
1.7％
1.4％
1.2％
1.1％
0.9％
0.9％
0.8％
0.6％
0.6％
1.3％
0.7％
5.5％
2.6％
1.6％
1.1％
0.7％
1.9％
49.0％
3.1％
2.0％
1.9％
5.4％
12.4％
0.8％
0.4％
1.2％
62.6％
0.9％
11.5％
1.3％
1.3％
0.5％
1.1％
16.6％
79.3％
6.2％
1.1％
7.3％

1.6％

2.8％
4.4％
28.4％
11.8％
8.9％

100.0％

大阪圏及び
名古屋圏

その他都市圏

関東大都市圏
関西大都市圏

その他都市圏

関東大都市圏
関西大都市圏

関東大都市圏

中京大都市圏

中心市街地型
商業施設

都市周辺型
複合商業施設

都市周辺型
単一商業施設

Office A 小計

Office B 小計

Office C 小計

Retail A 小計

Retail B 小計

Retail C 小計
商業施設　小計
都市周辺地域　小計

預金その他の資産
ポートフォリオ合計

中心市街地　小計

オフィスビル　小計

1. 本投資法人の財産の構成

Ⅲ. 投資法人の運用資産の状況

平成21年2月28日現在、本投資法人の運用資産の状況は以下の通りです。

資産運用報告

資産の種類 用途
（注1）

投資対象地域
（注1）

保有総額
（千円）（注2）

対総資産
比率（注3）

98,883,865

35,288,365

3,482,834

24,856,858

36,369,890

－

6,880,334

40,489,317

－

－

－

3,180,894

8,075,683

1,452,480

25,393,881

284,354,405

34.8％

12.4％

1.2％

8.7％

12.8％

－

2.4％

14.2％

－

－

－

1.1％

2.8％

0.5％

8.9％

100.0％

東京圏

大阪圏及び名古屋圏

その他都市圏

関東大都市圏

関西大都市圏

中京大都市圏

その他都市圏

東京圏

大阪圏及び名古屋圏

その他都市圏

関東大都市圏

関西大都市圏

中京大都市圏

その他都市圏

オフィスビル

不動産信託受益権

商業施設

オフィスビル

不動産

預金その他資産

資産合計

商業施設

（注1）本投資法人の投資方針に基づき区分しています。
（注2）「保有総額」には、平成21年2月28日現在の貸借対照表計上額（不動産等については、減価償却後の帳簿価額）を記載しています。
（注3）「対総資産比率」には、資産総額に対する当該資産の保有総額の比率を表しており、小数第2位以下を四捨五入して記載しています。
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3. 不動産等組入資産明細

平成21年2月28日現在、本投資法人の保有資産の明細は以下の通りです。

物件番号 物 件 名 称 所 在 地 所有形態
期末算定価格
（千円）
（注1）

Office A-1

Office A-2

Office A-3

Office A-4

Office A-5

Office A-6

Office A-7

Office A-8

Office A-9

Office A-10

Office A-11

Office A-12

Office A-13

Office A-15

Office A-16

Office A-22

Office A-24

Office A-25

Office A-26

Office A-27

Office A-28

Office A-29

Office A-30

Office B-1

Office B-2

Office B-3

Office B-4

Office C-1

Office C-2

Retail A-1

Retail A-2

Retail A-3

Retail A-4

Retail A-6

Retail A-7

Retail B-1

Retail B-2

Retail C-1

Retail C-2

日立ハイテクビルディング

パシフィックマークス新宿パークサイド

パシフィックマークス築地

パシフィックマークス月島

パシフィックマークス西新宿

パシフィックマークス横浜イースト

パシフィックマークス新浦安

大森シティビル

赤坂氷川ビル

パシフィックマークス渋谷公園通

パシフィックマークス日本橋富沢町

パシフィックマークス赤坂見附

アーバンスクエア八重洲ビル

横浜相生町ビル

パシフィックマークス新横浜

パシフィックマークス新川

パシフィックマークス目白

パシフィックマークス川崎

藤和浜松町ビル

リーラヒジリザカ

パシフィックマークス青葉台

大塚HTビル

パシフィックマークス新宿サウスゲート

パシフィックマークス西梅田

パシフィックマークス肥後橋

名古屋錦シティビル

パシフィックマークス江坂

パシフィックマークス札幌北一条

新札幌センタービル

心斎橋OPA本館

心斎橋OPAきれい館

パシフィーク天神

アルボーレ天神

アルボーレ神宮前

アルボーレ仙台

モラージュ柏

ベルファ宇治

イトーヨーカドー尾張旭店

ニトリ横浜狩場インター店
（旧：ケーヨーD2狩場インター店）（注2）

東京都港区西新橋一丁目24番14号

東京都新宿区西新宿四丁目15番7号

東京都中央区入船三丁目3番8号

東京都中央区月島一丁目15番7号

東京都新宿区西新宿三丁目2番7号

神奈川県横浜市神奈川区栄町3番地4

千葉県浦安市美浜一丁目9番2号

東京都大田区大森北一丁目1番10号

東京都港区赤坂六丁目18番3号

東京都渋谷区神南一丁目6番3号

東京都中央区日本橋富沢町10番18号

東京都港区赤坂三丁目20番6号

東京都中央区八重洲二丁目4番13号

神奈川県横浜市中区相生町六丁目104番地2

神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目18番地20

東京都中央区新川一丁目5番17号

東京都豊島区目白三丁目14番3号

神奈川県川崎市川崎区駅前本町11番地1

東京都港区浜松町二丁目6番2号

東京都港区三田三丁目4番10号

東京都目黒区青葉台三丁目10番1号

東京都豊島区南大塚三丁目43番1号

東京都新宿区新宿四丁目2番16号

大阪府大阪市北区梅田二丁目6番13号

大阪府大阪市西区江戸堀一丁目10番8号

愛知県名古屋市中区錦一丁目6番5号

大阪府吹田市豊津町9番1号

北海道札幌市中央区北一条西七丁目4番地4

北海道札幌市厚別区厚別中央一条六丁目2番15号

大阪府大阪市中央区西心斎橋一丁目4番3号

大阪府大阪市中央区西心斎橋一丁目9番2号

福岡県福岡市中央区天神二丁目4番11号

福岡県福岡市中央区天神二丁目6番24号

東京都渋谷区神宮前五丁目27番7号

宮城県仙台市青葉区中央二丁目4番5号

千葉県柏市大山台二丁目3番地1

京都府宇治市槙島町清水48番地

愛知県尾張旭市南原山町石原116番地4

神奈川県横浜市保土ヶ谷区狩場町164番地1、30

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産

不動産

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産

不動産信託受益権

不動産

不動産信託受益権

不動産

不動産

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産

不動産

不動産信託受益権

18,000,000

17,270,000

10,900,000

9,080,000

9,020,000

8,970,000

5,720,000

4,520,000

3,630,000

2,960,000

2,560,000

2,760,000

3,050,000

1,550,000

2,110,000

3,810,000

2,170,000

13,000,000

7,140,000

4,130,000

2,340,000

1,840,000

4,330,000

10,500,000

5,860,000

4,550,000

14,300,000

2,310,000

1,170,000

30,400,000

3,200,000

3,780,000

1,300,000

2,280,000

3,050,000

12,700,000

2,590,000

6,970,000

3,205,000

249,025,000
（注1）「期末算定価格」は、千円未満を切り捨てて記載しています。したがって、記載されている金額を足し合わせても、合計値と必ずしも一致しません。
（注2）平成21年3月17日付で、運用資産の名称を変更しました。詳細は「蠢．資産運用の概況 6.決算後に生じた重要な事実（参考情報）（衢）運用資産の名称変更」をご参照下さい。

合　　　　計

資産運用報告

2. 主要な保有資産

平成21年2月28日現在、本投資法人が保有する主要な保有資産（期末帳簿価格上位10物件）の概要は以下の通りです。

物件番号 物 件 名 称
帳簿価格
（千円）
（注1）

賃貸可能
面積
（㎡）
（注2）

賃貸面積
（㎡）
（注3）

期末
稼働率
（注4）

対総賃貸
事業収入
比率
（注5）

主たる用途

Retail A-1

Office A-1

Retail B-1

Office A-25

Office A-2

Office B-4

Office A-3

Office B-1

Office A-4

Retail C-1

心斎橋OPA本館

日立ハイテクビルディング

モラージュ柏

パシフィックマークス川崎

パシフィックマークス新宿パークサイド

パシフィックマークス江坂

パシフィックマークス築地

パシフィックマークス西梅田

パシフィックマークス月島

イトーヨーカドー尾張旭店

合　　計

32,767,231

19,046,090

17,696,923

15,705,431

15,604,605

15,329,012

11,459,223

8,822,691

8,178,758

8,075,683

152,685,651

27,025.42

15,781.64

40,017.77

7,379.71

11,575.22

20,088.58

5,971.45

11,035.23

9,336.27

54,606.34

202,817.63

27,025.42

15,781.64

38,913.78

6,929.40

10,603.13

19,575.38

5,971.45

10,451.11

6,262.70

54,606.34

196,120.35

100.0％

100.0％

97.2％

93.9％

91.6％

97.4％

100.0％

94.7％

67.1％

100.0％

96.7％

7.7％

5.6％

8.9％

4.1％

6.2％

6.3％

3.5％

4.6％

3.9％

2.8％

53.7％

商業施設

オフィスビル

商業施設

オフィスビル

オフィスビル

オフィスビル

オフィスビル

オフィスビル

オフィスビル

商業施設

（注1）「帳簿価格」は、いずれも千円未満を切り捨てて記載しています。したがって、記載されている金額を足し合わせても、合計値と必ずしも一致しません。
（注2）「賃貸可能面積」は、個々の信託不動産又は不動産について本投資法人の取得部分における賃貸が可能な面積を記載しています。
（注3）「賃貸面積」は、賃貸可能面積のうち、実際にエンド・テナントとの間で賃貸借契約が締結され、賃貸が行われている面積を、原則として信託不動産に関しては信託受託者又

はマスターリース会社とエンド・テナント、不動産に関しては投資法人又はマスターリース会社とエンド・テナントの間の賃貸借契約書に表示されている賃貸面積に基づいて
記載しています。ただし、賃貸借契約時に、坪数換算で契約を締結しているものについては、当該契約面積について当該坪数を0.3025で除した数値を、小数第3位以下を四捨
五入して記載しています。

（注4）「期末稼働率」は、賃貸面積を賃貸可能面積で除して得られた数値を百分率で記載しており、小数第2位以下を四捨五入して記載しています。
（注5）「対総賃貸事業収入比率」は、賃貸事業収入総額に対する当該資産の賃貸事業収入の比率を小数第2位以下を四捨五入して記載しています。
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4. 特定取引の契約額等及び時価の状況表

平成21年2月28日現在、本投資法人における特定取引の契約額等及び時価の状況は以下の通りです。

特定取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

区　　分 種　　類
契約額等（千円）（注1） 時価

（千円）（注2）うち1年超

市場取引以外の取引

市場取引以外の取引

市場取引以外の取引

市場取引以外の取引

市場取引以外の取引

市場取引以外の取引

市場取引以外の取引

市場取引以外の取引

市場取引以外の取引

市場取引以外の取引

合　　　計

金利キャップ取引

金利キャップ取引

金利キャップ取引

金利キャップ取引

金利キャップ取引

金利スワップ取引

金利スワップ取引

金利スワップ取引

金利キャップ取引

金利キャップ取引

29,149,185

8,000,000

1,500,000

1,921,635

2,150,742

4,888,050

6,708,931

6,000,000

1,955,220

3,226,113

65,499,879

－

－

－

－

－

4,888,050

6,708,931

6,000,000

1,955,220

3,226,113

22,778,316

1,729

13

15

3

107

△134,773

△60,362

△51,474

566

2,759

△241,416
（注1）「契約額等」については、想定元本等に基づいて記載しています。
（注2）当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価しています。

5. その他資産の状況

種　類 銘　　柄 券面総額
（千円）

帳簿価格
（千円）

未収利息
（千円）

前払
経過利子

評価額
（千円） 評価損益 備　考

国債証券

譲渡性預金

割引短期国庫債券
（第435回）

－

10,000

3,100,000

3,110,000

9,986

3,100,000

3,109,986

－

3,780

3,780

－

－

－

9,994

3,100,000

3,109,994

－

－

－

営業保証金として
供託しています。

合　　計

資産運用報告

物件番号 物 件 名 称

第6期（平成20年9月1日～平成21年2月28日）第5期（平成20年3月1日～平成20年8月31日）

テナント総数
期末時点
（注1）

稼働率
期末時点
（注2）

賃貸事業収入
期間中（千円）
（注3）

対総賃貸事業
収入比率
（注4）

テナント総数
期末時点
（注1）

稼働率
期末時点
（注2）

賃貸事業収入
期間中（千円）
（注3）

対総賃貸事業
収入比率
（注4）

Office A-1
Office A-2
Office A-3
Office A-4
Office A-5
Office A-6
Office A-7
Office A-8
Office A-9
Office A-10
Office A-11
Office A-12
Office A-13
Office A-14
Office A-15
Office A-16
Office A-18
Office A-20
Office A-22
Office A-23
Office A-24
Office A-25
Office A-26
Office A-27
Office A-28
Office A-29
Office A-30
Office B-1
Office B-2
Office B-3
Office B-4
Office C-1
Office C-2
Retail A-1
Retail A-2
Retail A-3
Retail A-4
Retail A-5
Retail A-6
Retail A-7
Retail B-1
Retail B-2
Retail C-1

Retail C-2

日立ハイテクビルディング
パシフィックマークス新宿パークサイド
パシフィックマークス築地
パシフィックマークス月島
パシフィックマークス西新宿
パシフィックマークス横浜イースト
パシフィックマークス新浦安
大森シティビル
赤坂氷川ビル
パシフィックマークス渋谷公園通
パシフィックマークス日本橋富沢町
パシフィックマークス赤坂見附
アーバンスクエア八重洲ビル
パシフィックシティ浜松町（注5）
横浜相生町ビル
パシフィックマークス新横浜
五反田メタリオンビル（注5）
丸石新橋ビル（注6）
パシフィックマークス新川
パシフィックマークス内神田（注6）
パシフィックマークス目白
パシフィックマークス川崎
藤和浜松町ビル
リーラヒジリザカ
パシフィックマークス青葉台
大塚HTビル
パシフィックマークス新宿サウスゲート
パシフィックマークス西梅田
パシフィックマークス肥後橋
名古屋錦シティビル
パシフィックマークス江坂
パシフィックマークス札幌北一条
新札幌センタービル
心斎橋OPA本館
心斎橋OPAきれい館
パシフィーク天神
アルボーレ天神
天神吉田ビル（注6）
アルボーレ神宮前
アルボーレ仙台
モラージュ柏
ベルファ宇治
イトーヨーカドー尾張旭店
ニトリ横浜狩場インター店
（旧：ケーヨーD2狩場インター店）（注7）

－ （2）
1（10）
1 （1）
－ （4）
1（18）
1（13）
1 （7）
1 （8）
1 （1）
1 （1）
1 （8）
－ （6）
－（10）
－（－）
1（12）
1 （9）
－（－）
－（－）
1 （9）
－（－）
1 （3）
－（36）
1（16）
－（15）
1 （5）
－ （6）
－（10）
1（24）
1（17）
1（12）
1（27）
1（11）
1（18）
1 （1）
1 （1）
1（11）
－ （6）
－（－）
－ （1）
1 （5）
1（96）
1（29）
－ （1）

1 （1）

（471）

100.0％
91.6％
100.0％
67.1％
93.4％
100.0％
100.0％
100.0％
100.0％
100.0％
100.0％
94.4％
100.0％
－
75.9％
78.4％
－
－
100.0％
－
100.0％
93.9％
100.0％
100.0％
88.7％
100.0％
88.1％
94.7％
92.1％
95.1％
97.4％
96.7％
100.0％
100.0％
100.0％
65.3％
100.0％
－
100.0％
100.0％
97.2％
85.6％
100.0％

100.0％

96.0％

5.6％
6.2％
3.5％
3.9％
3.3％
3.9％
2.9％
2.1％
1.4％
1.0％
0.9％
0.9％
1.1％
－
0.8％
0.8％
－
0.5％
1.7％
1.0％
0.9％
4.1％
2.6％
1.8％
1.0％
0.7％
1.0％
4.6％
2.5％
2.0％
6.3％
1.3％
0.8％
7.7％
1.0％
1.3％
0.5％
0.4％
0.6％
1.4％
8.9％
2.7％
2.8％

1.5％

100.0％

480,355
535,272
301,549
338,805
279,973
339,906
253,496
177,715
117,811
86,520
78,487
74,923
96,742
－
69,108
72,066
－
44,959
147,672
83,046
73,420
352,176
227,521
150,780
85,170
61,224
83,993
396,412
212,009
171,544
544,155
110,435
69,298
663,319
87,768
112,478
42,594
38,067
53,220
123,687
769,653
228,617
242,767

132,000

8,610,730

－ （2）
1（12）
1 （1）
－ （5）
1（18）
1（13）
1 （7）
1 （8）
1 （1）
1 （1）
1 （7）
－ （6）
－（10）
－（－）
1（14）
1（10）
－（－）
1 （6）
1 （9）
1 （9）
1 （3）
－（37）
1（16）
－（15）
1 （5）
－ （6）
－ （9）
1（28）
1（17）
1（13）
1（28）
1（11）
1（18）
1 （1）
1 （1）
1（11）
－ （6）
1 （6）
－ （1）
1 （5）
1（68）
1（31）
－ （1）

1 （1）

（477）

100.0％
100.0％
100.0％
100.0％
93.9％
100.0％
100.0％
100.0％
100.0％
100.0％
84.7％
91.4％
100.0％
－
96.1％
100.0％
－
100.0％
100.0％
100.0％
100.0％
95.7％
100.0％
100.0％
100.0％
100.0％
76.8％
99.3％
92.1％
100.0％
92.3％
96.7％
100.0％
100.0％
100.0％
70.2％
100.0％
85.7％
100.0％
100.0％
96.9％
94.7％
100.0％

100.0％

97.9％

5.5％
6.0％
3.6％
3.7％
3.4％
3.8％
3.0％
2.1％
1.4％
1.0％
1.0％
0.9％
1.1％
0.0％
0.9％
1.0％
0.0％
0.5％
1.7％
1.0％
0.9％
4.3％
2.5％
1.7％
1.0％
0.7％
0.9％
4.6％
2.3％
2.0％
6.4％
1.2％
0.8％
7.8％
1.0％
1.4％
0.5％
0.5％
0.6％
1.4％
8.6％
2.8％
2.9％

1.6％

100.0％

469,679
507,868
302,122
311,444
290,096
322,970
257,274
174,322
117,928
84,420
88,836
76,512
93,407
1,615
76,197
88,408
3,285
44,421
141,369
82,841
73,646
361,687
213,269
145,132
82,222
62,593
73,947
390,170
193,021
173,144
542,995
98,431
68,824
663,303
87,768
115,538
42,423
38,622
53,220
121,570
728,988
234,198
244,903

132,000

8,476,648
（注1）「テナント総数期末時点」には、マスターリース契約が締結されている場合「1」、マスターリース契約が締結されていない場合「－」とし、物件毎のエンド・テナントの数を

括弧内に記載しています。また、1テナントが複数の貸室を賃借している場合には、1テナントとして記載しています。
（注2）「稼働率期末時点」には、当該期末の各物件の賃貸面積を賃貸可能面積で除して得られた数値を百分率で記載しており、小数第2位以下を四捨五入して記載しています。
（注3）「賃貸事業収入期間中」は、各不動産等の当期の不動産賃貸事業収入を千円未満を切り捨て記載しています。
（注4）「対総賃貸事業収入比率」は、各物件の賃貸事業収入の、ポートフォリオ全体の賃貸事業収入に対する割合を、小数第2位以下を四捨五入して記載しています。
（注5）平成20年3月3日付で譲渡しました。
（注6）平成21年2月26日付で譲渡しました。
（注7）平成21年3月17日付で、運用資産の名称を変更しました。詳細は「蠢．資産運用の概況 6.決算後に生じた重要な事実（参考情報）（衢）運用資産の名称変更」をご参照下さい。

合　　　計
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1. 資本的支出の予定

Ⅳ. 保有不動産の資本的支出

平成21年2月28日現在、保有する不動産等において、現在計画されている改修工事等に伴う資本的支出の予定額のうち、
主要なものは以下の通りです。
なお、下記の工事予定金額には、会計上の費用に計上される部分が含まれています。

物件
番号 不動産等の名称（所在地） 目　　的 実施予定期間

工事予定金額（千円）

総　額 当期支払額 既払総額

Office
A-1

Office
A-8

Office
A-9

Retail
B-1

Retail
C-1

日立ハイテクビルディング
（東京都港区）

大森シティビル
（東京都大田区）

赤坂氷川ビル
（東京都港区）

モラージュ柏
（千葉県柏市）

イトーヨーカドー尾張旭店
（愛知県尾張旭市）

各階トイレ改修
工事

機械式駐車場更新

個別空調化工事

飲食店舗導入
内装工事

外壁補修工事

自 平成21年 4 月
至 平成21年11月

自 平成21年 8 月
至 平成21年12月

自 平成21年 9 月
至 平成22年 2 月

自 平成21年 7 月
至 平成21年 8 月

自 平成21年 9 月
至 平成22年 2 月

50,000

84,000

200,000

45,000

80,000

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

2. 期中の資本的支出

当期中に本投資法人が行った資本的支出に該当する工事は、以下の通りです。

物件
番号 不動産等の名称（所在地） 目　　的 実施期間 工事支払金額（千円）

Office
A-2

Office
A-4

Office
A-5

Office
A-5

Office
A-6

その他の資本的支出

合　　　計

パシフィックマークス新宿パークサイド
（東京都新宿区）

パシフィックマークス月島
（東京都中央区）

パシフィックマークス西新宿
（東京都新宿区）

パシフィックマークス西新宿
（東京都新宿区）

パシフィックマークス横浜イースト
（神奈川県横浜市）

西側外壁改修工事

5階共用部
リニューアル工事

屋上庭園緑化工事

ポンプ整備工事

冷却塔整備

自 平成21年 2 月
至 平成21年 2 月

自 平成20年 9 月
至 平成20年 9 月

自 平成20年10月
至 平成20年11月

自 平成21年 2 月
至 平成21年 2 月

自 平成21年 2 月
至 平成21年 2 月

9,011

17,489

13,562

9,205

9,597

206,515

265,382

3. 長期修繕計画のために積立てた金銭

営業期間
第2期 第3期 第4期 第5期

自 平成18年9月 1 日
至 平成19年2月28日

自 平成19年3月 1 日
至 平成19年8月31日

自 平成19年9月 1 日
至 平成20年2月29日

自 平成20年3月 1 日
至 平成20年8月31日

前期末積立金残高 （千円）

当期積立額 （千円）

当期積立金取崩額 （千円）

次期繰越額 （千円）

－

105,962

－

105,962

105,962

292,985

97,459

301,488

301,488

281,895

233,948

349,435

349,435

208,055

220,858

336,633

第6期

自 平成20年9月 1 日
至 平成21年2月28日

336,633

233,537

296,051

274,119

1. 運用等に係る費用明細

Ⅴ. 費用・負債の状況

項　　　目

（ａ）資産運用報酬（注1） （千円）

（ｂ）資産保管手数料 （千円）

（ｃ）一般事務委託手数料 （千円）

（ｄ）役員報酬 （千円）

（ｅ）支払報酬（注2） （千円）

（ｆ）会計監査人報酬 （千円）

（ｇ）その他費用（投資法人の運営に係る費用） （千円）

合　　　計 （千円）

第6期

自 平成20年9月 1 日
至 平成21年2月28日

379,192

14,398

30,301

9,300

35,272

12,000

57,270

537,736

第5期

自 平成20年3月 1 日
至 平成20年8月31日

638,410

14,683

29,190

7,300

43,630

12,000

64,022

809,236
（注1）上記に加えて、個々の不動産等の取得原価に算入された物件取得に係る取得報酬分として第5期に53,421千円、第6期に17,680千円及び不動産等売却益から控除した運用報酬

分として第5期に22,750千円、第6期に19,750千円があります。
（注2）上記に加えて、個々の不動産等の取得原価に算入された物件取得に係る弁護士報酬分として第5期に3,705千円、第6期に3,954千円及び不動産等売却益から控除した弁護士報

酬分として第5期に2,451千円、第6期に2,759千円があります。

資産運用報告



36 37

A s s e t  M a n a g e m e n t  R e p o r t

2. 借入状況

平成21年2月28日現在における借入金の状況は、以下の通りです。

区　　　分

借入名 借 入 先
借入日 前期末残高

（千円）
当期末残高
（千円）

平均利率
（注1） 返済期限 返済

方法 使途 摘要

短

期

借

入

金

長
期
借
入
金
（
一
年
以
内
返
済
）

ターム
ローンH

株式会社三菱東京UFJ銀行

株式会社千葉銀行

株式会社三井住友銀行

株式会社三井住友銀行

住友信託銀行株式会社

株式会社あおぞら銀行

株式会社七十七銀行

株式会社茨城銀行

株式会社親和銀行

株式会社西日本シティ銀行

農林中央金庫

株式会社三井住友銀行

株式会社新生銀行

株式会社あおぞら銀行

住友信託銀行株式会社

株式会社りそな銀行

株式会社みずほコーポレート銀行

三井住友海上火災保険株式会社

株式会社三菱東京UFJ銀行

株式会社みずほコーポレート銀行

三菱UFJ信託銀行株式会社

全国信用協同組合連合会

株式会社あおぞら銀行

株式会社新生銀行

中央三井信託銀行株式会社

中央三井信託銀行株式会社

平成19年
9 月27日

平成19年
10月30日

平成19年
11月28日

平成18年
9 月27日

平成18年
9 月27日

平成18年
11月29日

平成18年
12月22日

平成19年
9 月27日

平成19年
3 月30日

平成19年
3 月30日

平成19年
6 月26日

500,000

500,000

－

－

13,500,000 －

14,500,000

9,000,000

3,000,000

1,000,000

1,000,000

1,000,000

1,000,000

1,000,000

10,000,000

9,000,000

5,000,000

4,000,000

4,000,000

3,000,000

2,000,000

1,000,000

－

－

－

－

－

－

－

－

9,776,101

8,798,491

4,888,050

3,910,440

3,910,440

2,932,830

1,955,220

977,610

3,500,000

2,200,000

3,421,635

2,150,742

4,000,000

4,000,000

4,000,000

2,000,000

1,500,000

1,000,000

77,200,000

91,700,000

1,500,000

1,000,000

1,000,000

1,000,000

500,000

3,910,440

3,910,440

3,910,440

1,955,220

1,466,415

977,610

58,852,130

58,852,130

1,466,415

977,610

977,610

977,610

488,805

2,000,000 1,955,220

2,000,000 1,955,220

1.14％

1.12％

1.19％

1.22％

1.22％

1.15％

1.32％

1.87％

2.26％

平成20年
9 月29日
（注4）

期限
一括 （注2） 無担保無保証

平成20年
10月30日

期限
一括 （注2） 無担保無保証

平成20年
9 月29日
（注4）

期限
一括 （注2） 無担保無保証

平成21年
9 月27日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

平成21年
9 月27日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

1.22％ 平成21年
9 月27日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

平成21年
3 月27日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

平成24年
3 月30日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

平成24年
3 月30日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

平成24年
6 月26日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

ターム
ローンM

小　　　計

小　　計

短期借入金合計

ターム
ローンB

ターム
ローンC

ターム
ローンI

ターム
ローンD

ターム
ローンE

長

期

借

入

金

株式会社三井住友銀行

株式会社損害保険ジャパン

住友信託銀行株式会社

株式会社三重銀行

株式会社広島銀行

大同生命保険株式会社

大同生命保険株式会社

ターム
ローンF
（トラン
シェA）

ターム
ローンF
（トラン
シェB）

ターム
ローンG

資産運用報告

区　　　分

借入名 借 入 先
借入日 前期末残高

（千円）
当期末残高
（千円）

平均利率
（注1） 返済期限 返済

方法 使途 摘要

長

期

借

入

金

株式会社三菱東京UFJ銀行

三菱UFJ信託銀行株式会社

株式会社新生銀行

株式会社あおぞら銀行

住友信託銀行株式会社

全国共済農業協同組合連合会

あいおい損害保険株式会社

株式会社日本政策投資銀行

株式会社あおぞら銀行

株式会社日本政策投資銀行

平成19年
9 月27日

平成19年
9 月27日

平成19年
9 月27日

平成19年
11月29日

平成19年
11月29日

平成20年
7 月25日

平成20年
9 月29日

4,000,000

4,000,000

2,000,000

2,000,000

1,000,000

1,000,000

1,000,000

3,910,440

3,910,440

1,955,220

1,955,220

977,610

977,610

977,610

1,000,000 977,610

2,000,000 1,955,220

3,300,000 3,226,113

2,000,000 1,955,220

－

－

－

9,776,101

3,910,440

488,805

平成20年
10月30日 － 6,745,510

平成20年
10月30日 － 6,354,465

平成20年
9 月29日 － 2,932,830

32,300,000

124,000,000

61,784,961

120,637,091

1.22％

1.83％

1.82％

1.22％

1.22％

1.98％

平成22年
9 月27日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

平成23年
9 月27日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

平成23年
9 月27日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

平成22年
9 月27日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

平成22年
11月29日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

平成23年
9 月27日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

1.71％ 平成22年
9 月29日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

1.36％ 平成22年
4 月30日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

1.72％ 平成22年
10月29日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

1.71％ 平成22年
9 月29日

期限
一括 （注2）

有担保
無保証
（注3）

ターム
ローンJ

ターム
ローンK

ターム
ローンL

中央三井信託銀行株式会社ターム
ローンN

ターム
ローンO

ターム
ローンQ

株式会社三井住友銀行

株式会社あおぞら銀行

株式会社三菱東京UFJ銀行

ターム
ローンR

株式会社三井住友銀行ターム
ローンS

株式会社三井住友銀行ターム
ローンT

住友信託銀行株式会社ターム
ローンU

長期借入金小計

合　　　計
（注1）「平均利率」は借入先毎の借入利率を、小数第2位未満を四捨五入して記載しています。
（注2）資金使途は、いずれも不動産信託受益権若しくは不動産の取得及び関連する諸費用又は借入金の借換資金です。
（注3）平成20年10月1日付でムーディーズ・インベスターズ・サービス・インクによる本投資法人の発行体格付けの見直しにより、本投資法人と貸付人との間で締結した平成18年9

月25日付基本合意書に基づき担保提供を行っています。なお、担保提供の対象物件は、本投資法人の全保有資産です。
（注4）契約上の返済期限は平成20年9月27日ですが、借入先金融機関休日のため実際の返済期限を記載しています。

3. 投資法人債

平成21年2月28日現在における発行済投資法人債の状況は、以下の通りです。

4. 短期投資法人債

該当事項はありません。

銘　柄 発行年月日 前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円） 利 率 償還期限 償還

方法 使途 摘要

第1回無担保
投資法人債

第2回無担保
投資法人債

合　　計

平成19年 4 月13日 10,000,000 10,000,000 1.52％ 平成22年 4 月13日 期限
一括 （注1） （注2）

平成19年 4 月13日 17,000,000 17,000,000 1.96％ 平成24年 4 月13日 期限
一括 （注1） （注2）

－ 27,000,000 27,000,000 － － － － －
（注1）資金使途は特定資産の取得及び借入金の返済資金です。
（注2）投資法人債間限定同順位特約、分割制限少人数私募及び適格機関投資家転売制限が付与されています。



38 39

A s s e t  M a n a g e m e n t  R e p o r t

1. 不動産等及び資産対応証券等の売買状況等

Ⅵ. 期中の売買状況

物件番号 物 件 名 称

取　　得

取得年月日
取得価額
（千円）

（注1）（注2）
譲渡年月日

譲渡価額
（千円）

（注1）（注3）

帳簿価額
（千円）
（注1）

売却損益
（千円）
（注1）

譲　　　渡

Retail B-1

Office A-20

Office A-23

Retail A-5

モラージュ柏＜増床計画＞

丸石新橋ビル

パシフィックマークス内神田

天神吉田ビル

平成20年10月20日

－

－

－

2,210,000

－

－

－

2,210,000

－

1,010,000

2,250,000

690,000 

3,950,000

－

1,156,434

2,121,468

1,176,010

4,453,913

－

△155,396

106,306

△525,224

△574,314

－

平成21年 2 月26日

平成21年 2 月26日

平成21年 2 月26日

合　　　計
（注1）金額については、いずれも千円未満を切り捨てて記載しています。
（注2）「取得価額」は、当該不動産等に要した諸費用（媒介手数料、公租公課等）を含まない、売買契約書等に記載された売買価格を記載しています。
（注3）「譲渡価額」は、売買契約書等に記載された売買価格を記載しています。

2. その他の資産の売買状況等

該当事項はありません。
上記不動産等及び資産対応証券等以外の主なその他の資産は、概ね銀行預金及び信託財産内の信託預金です。

3. 特定資産の価格等の調査

（1）不動産等

資産の種類 物件番号 物 件 名 称 取得年月日
取得価額
（千円）

（注1）（注2）

調査価格
（千円）

（注1）（注4）

取

得

不動産 Retail B-1 モラージュ柏＜増床計画＞ 平成20年10月20日 2,210,000

2,210,000

2,270,000

2,270,000合　　　計

資産の種類 物件番号 物 件 名 称 譲渡年月日
譲渡価額
（千円）

（注1）（注3）

調査価格
（千円）

（注1）（注4）

譲

渡

信託不動産

信託不動産

不動産

Office A-20

Office A-23

Retail A-5

丸石新橋ビル

パシフィックマークス内神田

天神吉田ビル

平成21年 2 月26日

平成21年 2 月26日

平成21年 2 月26日

1,010,000

2,250,000

690,000

3,950,000

1,330,000

2,600,000

1,190,000

5,120,000合　　　計
（注1）金額については、いずれも千円未満を切り捨てて記載しています。
（注2）「取得価額」は、当該不動産等に要した諸費用（媒介手数料、公租公課等）を含まない、売買契約書等に記載された売買価格を記載しています。
（注3）「譲渡価額」は、売買契約書等に記載された売買価格を記載しています。
（注4）上記の特定資産の価格等の調査は、あずさ監査法人が、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第23号「投資信託及び投資法人における特定資産の価格等の調査」に基づ

き行っており、本投資法人では、本資産運用会社より当該調査の調査報告書の写しを受領しています。

資産運用報告

（2）その他

資産の種類

金利スワップ
一部解約取引

金利スワップ
一部解約取引

取引年月日

平成21年 2 月26日

平成21年 2 月26日

取引の相手方

株式会社三井住友銀行

住友信託銀行株式会社

一部解約分
の想定元本

（千円）（注1）

111,949

291,068

403,017

一部解約後の
想定元本

（千円）（注1）

4,888,050

6,708,931

11,596,982

解約精算金
（千円）（注1）

3,404

3,870

7,274

調査のための
比較可能な価格
（千円）

（注1）（注2）

3,238

2,507

5,745

（注1）金額については、いずれも千円未満を切り捨てて表示しています。
（注2）上記の特定資産の価格等の調査は、資産の譲渡時に公認会計士熊谷均が日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第23号「投資法人及び投資信託における特定資産の価格等

の調査」に基づき行っており、本投資法人では、本資産運用会社より当該調査の調査報告書の写しを受領しています。

合　　　計

資産の種類

金利キャップ
一部解約取引

金利キャップ
一部解約取引

金利キャップ
一部解約取引

金利キャップ
一部解約取引

金利キャップ
一部解約取引

取引年月日

平成21年 2 月26日

平成21年 2 月26日

平成21年 2 月26日

平成21年 2 月26日

平成21年 2 月26日

取引の相手方

住友信託銀行株式会社

株式会社三菱東京UFJ銀行

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社

株式会社あおぞら銀行

一部解約分
の想定元本

（千円）（注1）

850,814

78,364

49,257

44,779

73,886

1,097,102

一部解約後の
想定元本

（千円）（注1）

29,149,185

1,921,635

2,150,742

1,955,220

3,226,113

38,402,897

解約精算金
（千円）（注1）

22

0

76

76

20

194

調査のための
比較可能な価格
（千円）

（注1）（注2）

28

2

1

38

78

150合　　　計

（2）支払手数料等の金額

区　　分 支払手数料総額
（A）（千円）

利害関係人等及び主要株主との取引状況の内訳

支　払　先 支払金額（B）（千円）
総額に対する割合
（B）／（A）（注）

業務委託費用 32,415 日本コマーシャルプロパティーズ株式会社 1,232 3.8％
（注）小数第1位未満を切り捨てて記載しています。

5. 資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等

本投資法人の資産運用会社（パシフィックコマーシャル株式会社）は、第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業、
宅地建物取引業又は不動産特定共同事業のいずれの業務も兼業しておらず、該当事項はありません。

4. 利害関係人等及び主要株主との取引状況

（1）取引状況 （単位：千円）

区　　分
買 付 額 等

売 買 金 額 等

売 付 額 等

総額

利害関係人等との取引状況の内訳（注1）

更生会社有限会社パシフィック・プロパテイーズ・
インベストメント（注2）

2,210,000

うち利害関係人等及び主要株主からの買付額（注3）
2,210,000（100.0％）

2,210,000（100.0％）

3,950,000

うち利害関係人等及び主要株主への売付額（注3）
－ （－％）

－ （－％）

（注1）投信法第201条に定める本投資法人と資産運用委託契約を締結している本資産運用会社の利害関係人等及び金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）
第29条の4第2項に定める主要株主のうち、当期に取引のあった者は、更生会社有限会社パシフィック・プロパテイーズ・インベストメントです。

（注2）更生会社有限会社パシフィック・プロパテイーズ・インベストメントは、平成21年3月10日に東京地方裁判所に対し会社更生手続開始の申立てを行い、平成21年3月31日に、
同裁判所より会社更生手続開始決定を受けました。

（注3）括弧内は、買付額・売付額のそれぞれの総額に対する比率の小数第2位以下を切り捨てて記載しています。
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A s s e t  M a n a g e m e n t  R e p o r t

1. 資産、負債、元本及び損益の状況

Ⅶ. 経理の状況

後記「貸借対照表」、「損益計算書」、「投資主資本等変動計算書」、「注記表」及び「金銭の分配に係る計算書」をご参照下
さい。

1. 金額及び比率の端数処理

Ⅷ. その他

本書では、特に記載のない限り、記載未満の端数について、金額は切り捨て、比率は四捨五入により記載しています。

2. お知らせ

当期において本投資法人の役員会で承認された主要な契約の締結・変更等のうち、主な概要は以下の通りです。
2. 減価償却額の算定方法の変更

該当事項はありません。

3. 不動産等の評価方法の変更

該当事項はありません。

役員会開催日

平成20年11月19日

承認・決議事項

資産保管委託契約の一部変更

承認・決議された事項の概要

住友信託銀行株式会社と締結していた資産保管委託契約について、契約に定
められた同行の主たる事務所の所在地の変更及び法令の改正に伴う字句修正
等を行う変更について決議しました。

平成20年12月12日
投資口事務代行委託契約の一部
変更及び特別口座管理委託契約
の締結

投資証券振替制度（投資証券電子化制度）に対応するため、三菱UFJ信託銀
行株式会社との間で、同行と締結していた投資口事務代行委託契約の一部変
更及び特別口座管理委託契約の締結について決議しました。

資産運用報告
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F i n a n c i a l  R e p o r t貸借対照表

前　期（ご参考）
（平成20年 8 月31日現在）

当　期
（平成21年 2 月28日現在）

資産の部
流動資産
現金及び預金
信託現金及び信託預金
営業未収入金
有価証券
前払費用
デリバティブ債権
繰延税金資産
その他
流動資産合計
固定資産
有形固定資産
建物
減価償却累計額
建物（純額）
建物附属設備
減価償却累計額
建物附属設備（純額）
構築物
減価償却累計額
構築物（純額）
機械及び装置
減価償却累計額
機械及び装置（純額）
工具、器具及び備品
減価償却累計額
工具、器具及び備品（純額）
土地
建設仮勘定
信託建物
減価償却累計額
信託建物（純額）
信託建物附属設備
減価償却累計額
信託建物附属設備（純額）
信託構築物
減価償却累計額
信託構築物（純額）
信託機械及び装置
減価償却累計額
信託機械及び装置（純額）
信託工具、器具及び備品
減価償却累計額
信託工具、器具及び備品（純額）
信託土地
有形固定資産合計
無形固定資産
借地権
その他
無形固定資産合計
投資その他の資産
敷金及び保証金
長期前払費用
長期前払消費税等
修繕積立金
繰延税金資産
その他
投資その他の資産合計
固定資産合計
繰延資産
創立費
投資法人債発行費
繰延資産合計

資産合計

9,875,347
16,747,581
192,290

※1 5,009,957
249,556

－
3,320
11,106

32,089,159

9,386,121
△349,730

※1 9,036,391
2,966,044
△284,270

※1 2,681,773
158,173
△10,921
147,252
3,275
△212
3,063
14,908
△1,087
13,820

※1 39,603,991
－

33,302,224
△1,416,443
31,885,781
11,738,969
△1,229,182
10,509,786
520,802
△24,736
496,066
551,517
△62,404
489,113
33,364
△3,231
30,132

165,164,729
260,061,902

1,839,965
1,469

1,841,435

84,649
119,457
3,308
12,569
141,879

－
361,864

262,265,202

27,260
90,486
117,746

294,472,108

※1 4,744,920
※1 16,276,623

160,676
※1 3,109,986

497,926
1,868
48,850
9,083

24,849,936

9,415,787
△454,193

※1 8,961,593
3,004,465
△378,610

※1 2,625,855
162,391
△14,125

※1 148,265
3,275
△398

※1 2,877
18,179
△2,353

※1 15,825
※1 39,603,991

5,932
33,707,487
△1,786,611

※1 31,920,876
12,619,350
△1,568,929

※1 11,050,421
571,381
△31,510

※1 539,870
521,410
△75,077

※1 446,333
45,046
△5,957

※1 39,088
※1 161,765,558

257,126,490

1,839,965
1,384

1,841,349

84,649
224,345
2,829
－

104,182
25,925
441,932

259,409,773

21,620
73,075
94,695

284,354,405

（単位：千円）

前　期（ご参考）
（平成20年 8 月31日現在）

当　期
（平成21年 2 月28日現在）

負債の部
流動負債
営業未払金
短期借入金
1年内返済予定の長期借入金
未払金
未払費用
未払法人税等
未払消費税等
前受金
預り金
その他
流動負債合計
固定負債
投資法人債
長期借入金
預り敷金及び保証金
信託預り敷金及び保証金
デリバティブ債務
固定負債合計
負債合計
純資産の部
投資主資本
出資総額
剰余金
当期未処分利益又は当期未処理損失（△）
剰余金合計
投資主資本合計
評価・換算差額等
繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等合計
純資産合計
負債純資産合計

1,041,765
14,500,000
33,500,000
52,233
932,196
1,821
55,878

1,263,136
1,887

774,759
52,123,678

27,000,000
76,000,000

※1 6,462,765
12,096,640
167,841

121,727,246
173,850,925

116,753,060

4,088,389
4,088,389

120,841,449

△220,266
△220,266

※3 120,621,183
294,472,108

481,198
－

※1 58,852,130
90,118
820,769
2,598

126,393
1,197,534
4,381

903,708
62,478,834

27,000,000
※1 61,784,961
※1 2,435,155

11,529,377
243,285

102,992,779
165,471,614

116,753,060

2,341,579
2,341,579

119,094,639

△211,848
△211,848

※3 118,882,791
284,354,405

（単位：千円）
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F i n a n c i a l  R e p o r t損益計算書 投資主資本等変動計算書

営業収益
賃貸事業収入
その他賃貸事業収入
不動産等売却益
営業収益合計
営業費用
賃貸事業費用
不動産等売却損
資産運用報酬
資産保管手数料
一般事務委託手数料
役員報酬
会計監査人報酬
支払報酬
その他営業費用
営業費用合計
営業利益
営業外収益
受取利息
有価証券利息
還付加算金
消費税納付差額
その他
営業外収益合計
営業外費用
支払利息
投資法人債利息
融資関連費用
創立費償却
投資法人債発行費償却
その他
営業外費用合計
経常利益
税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益
前期繰越利益
当期未処分利益又は当期未処理損失（△）

※1 8,346,192
※1 130,456
※2 1,300,468

9,777,117

※1 3,478,995
－

638,410
14,683
29,190
7,300
12,000
43,630
64,022

4,288,232
5,488,884

20,510
37,956
745
0
34

59,246

835,108
243,929
244,138
5,640
17,410
104,874
1,451,101
4,097,029
4,097,029
9,488
△797
8,691

4,088,338
51

4,088,389

※1 8,344,386
※1 266,344

－
8,610,730

※1 3,659,001
※2 574,314

379,192
14,398
30,301
9,300
12,000
35,272
57,270

4,771,051
3,839,679

12,984
20,279

－
－
348

33,612

876,183
239,941
262,155
5,640
17,410
134,065
1,535,395
2,337,896
2,337,896
10,071
△13,649
△3,578
2,341,474

105
2,341,579

前　期（ご参考）
（自　平成20年 3 月 1 日
至　平成20年 8 月31日）

当　期
（自　平成20年 9 月 1 日
至　平成21年 2 月28日）

（単位：千円）

投資主資本
出資総額
前期末残高
当期末残高
剰余金
当期未処分利益又は当期未処理損失（△）
前期末残高
当期変動額
剰余金の配当
当期純利益
当期変動額合計
当期末残高
剰余金合計
前期末残高
当期変動額
剰余金の配当
当期純利益
当期変動額合計
当期末残高

投資主資本合計
前期末残高
当期変動額
剰余金の配当
当期純利益
当期変動額合計
当期末残高

評価・換算差額等
繰延ヘッジ損益
前期末残高
当期変動額
投資主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計
当期末残高
評価・換算差額等合計
前期末残高
当期変動額
投資主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計
当期末残高

純資産合計
前期末残高
当期変動額
剰余金の配当
当期純利益
投資主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計
当期末残高

116,753,060
116,753,060

3,538,271

△3,538,220
4,088,338
550,117
4,088,389

3,538,271

△3,538,220
4,088,338
550,117
4,088,389

120,291,331

△3,538,220
4,088,338
550,117

120,841,449

△322,042

101,776
101,776
△220,266

△322,042

101,776
101,776
△220,266

119,969,289

△3,538,220
4,088,338
101,776
651,894

※1 120,621,183

116,753,060
116,753,060

4,088,389

△4,088,284
2,341,474
△1,746,809
2,341,579

4,088,389

△4,088,284
2,341,474
△1,746,809
2,341,579

120,841,449

△4,088,284
2,341,474
△1,746,809
119,094,639

△220,266

8,417
8,417

△211,848

△220,266

8,417
8,417

△211,848

120,621,183

△4,088,284
2,341,474
8,417

△1,738,391
※1 118,882,791

前　期（ご参考）
（自　平成20年 3 月 1 日
至　平成20年 8 月31日）

当　期
（自　平成20年 9 月 1 日
至　平成21年 2 月28日）

（単位：千円）
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F i n a n c i a l  R e p o r t注記表

（1）ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
漓ヘッジ手段
金利キャップ取引
金利スワップ取引
滷ヘッジ対象
借入金金利

（3）ヘッジ方針
本投資法人は財務方針に基づき、投資法人規約に
規定するリスクをヘッジする目的でデリバティブ取
引を行っております。

（4）ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動の累計又はキャッシュ・フ
ロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計又は
キャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変
動額の比率を検証することにより、ヘッジの有効性
を評価しております。

（1）ヘッジ会計の方法
同左

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
漓ヘッジ手段
同左

滷ヘッジ対象
同左

（3）ヘッジ方針
同左

（4）ヘッジの有効性評価の方法
同左

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

期　別

項　目

前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

4. 収益及び費用の
計上基準

固定資産税等の処理方法
保有する不動産にかかる固定資産税、都市計画税及
び償却資産税等については、賦課決定された税額のう
ち当該決算期間に対応する額を賃貸事業費用として費
用処理する方法を採用しております。
なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益
権の取得に伴い、精算金として譲渡人に支払った初年
度の固定資産税等相当額については、費用に計上せず
当該不動産の取得原価に算入しております。当期にお
いて不動産等の取得原価に算入した固定資産税等相当
額は8,083千円であります。

固定資産税等の処理方法
同左

なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益
権の取得に伴い、精算金として譲渡人に支払った初年
度の固定資産税等相当額については、費用に計上せず
当該不動産の取得原価に算入しております。当期にお
いて不動産等の取得原価に算入した固定資産税等相当
額はありません。

創立費
同左

投資法人債発行費
同左

創立費
5年間で定額法により償却しております。

投資法人債発行費
投資法人債の発行期間にわたり定額法により償却し
ております。

有形固定資産（信託財産を含む）
定額法を採用しております。
なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下の通り
であります。
建　　　　　　　物 22～65年
建 物 附 属 設 備 2～47年
構 　 　 築 　 　 物 7～63年
機 械 及 び 装 置 5～30年
工具、器具及び備品 2～25年

無形固定資産
定額法を採用しております。

長期前払費用
定額法を採用しております。

有形固定資産（信託財産を含む）
同左

無形固定資産
同左

長期前払費用
同左

満期保有目的の債券
同左
その他有価証券
時価のないもの
同左

満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）を採用しております。
その他有価証券
時価のないもの
移動平均法による原価法によっております。

1. 有価証券の評価
基準及び評価方
法

2. 固定資産の減価
償却の方法

3. 繰延資産の処理
方法

5. ヘッジ会計の方
法

期　別

項　目

前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

6. 不動産等を信託
財産とする信託
受益権に関する
会計処理方針

保有する不動産等を信託財産とする信託受益権につ
きましては、信託財産内の全ての資産及び負債勘定並
びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘定につい
て、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上
しております。
なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要
性がある下記の科目については、貸借対照表において
区分掲記することとしております。
漓信託現金及び信託預金
滷信託建物、信託建物附属設備、信託構築物、信託機
械及び装置、信託工具、器具及び備品、信託土地
澆信託預り敷金及び保証金

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ
っております。
固定資産等に係る控除対象外消費税等は長期前払消
費税等に計上し、5年間で償却をしております。

同左

同左

7. 消費税等の処理
方法

（会計方針の変更に関する注記）

前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

――――

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

当期より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委
員会　企業会計基準第13号　平成19年3月30日改正）及び「リ
ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会
企業会計基準適用指針第16号　平成19年3月30日改正）を適用
しております。
なお、これによる損益に与える影響はありません。

（表示方法の変更に関する注記）

前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

――――

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

（貸借対照表関係）
前期において区分掲記していた投資その他の資産の「修繕

積立金」は、当期より投資その他の資産の「その他」に含め
て表示することに変更しました。
なお、当期末の投資その他の資産の「その他」に含まれる

「修繕積立金」の金額は、25,925千円であります。
（損益計算書関係）

前期において区分掲記していた営業外収益の「還付加算金」
は、金額的重要性が低くなったため、当期より営業外収益の
「その他」に含めて表示することに変更しました。
なお、当期の営業外収益の「その他」に含まれる「還付加

算金」の金額は、295千円であります。
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（貸借対照表に関する注記）

期　別
項　目

前　期（ご参考）
平成20年 8 月31日現在

当　期
平成21年 2 月28日現在

※1. 担保資産及び
担保債務

2. 基本極度貸付契
約に係る借入未
実行残高等

※3. 投資信託及び
投資法人に関
する法律第
67条第4項に
定める最低純
資産額

本投資法人が担保に供している資産及び担保を付し
ている債務は次の通りです。
漓担保資産
土地 5,078,551千円
建物 2,343,399千円
建物附属設備 571,307千円
合計 7,993,258千円

滷担保付債務
預り敷金及び保証金 4,253,768千円

上記の他に宅地建物取引業法第25条に規定する営
業保証金として有価証券9,957千円を東京法務局に供
託しています。

本投資法人は、取引銀行等と基本極度貸付契約を締
結しております。
基本極度貸付契約の総額 15,000,000千円
借入実行残高 －
借入未実行残高 15,000,000千円

50,000千円

本投資法人が担保に供している資産及び担保を付し
ている債務は次の通りです。
漓担保資産
現金及び預金 1,008,304千円
信託現金及び信託預金 16,276,623千円
建物（純額） 8,961,593千円
建物附属設備（純額） 2,625,855千円
構築物（純額） 148,265千円
機械及び装置（純額） 2,877千円
工具、器具及び備品（純額） 15,825千円
土地 39,603,991千円
信託建物（純額） 31,920,876千円
信託建物附属設備（純額） 11,050,421千円
信託構築物（純額） 539,870千円
信託機械及び装置（純額） 446,333千円
信託工具、器具及び備品（純額）39,088千円
信託土地 161,765,558千円
合計 274,405,486千円

滷担保付債務
1年内返済予定の長期借入金 58,852,130千円
長期借入金 61,784,961千円
預り敷金及び保証金 429,151千円
合計 121,066,243千円

上記の他に宅地建物取引業法第25条に規定する営
業保証金として有価証券9,986千円を東京法務局に供
託しています。

同左

同左

注記表

※2. 不動産等売却
損益の内訳

（単位：千円）
Office A-20 丸石新橋ビル
不動産等売却収入 1,010,000
不動産等売却原価 1,156,434
その他売却費用 8,961
不動産等売却損 155,396

Office A-23 パシフィックマークス内神田
不動産等売却収入 2,250,000
不動産等売却原価 2,121,468
その他売却費用 22,225
不動産等売却益 106,306

Retail A-5 天神吉田ビル
不動産等売却収入 690,000
不動産等売却原価 1,176,010
その他売却費用 39,214
不動産等売却損 525,224

（投資主資本等変動計算書に関する注記）

期　別

項　目

前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

※1. 発行可能投資口の
総口数及び発行済
投資口の総口数

発行可能投資口の総口数 2,000,000口
発行済投資口の総口数 257,400口

同左

（損益計算書に関する注記）

期　別

項　目

前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

※1. 不動産賃貸事
業損益の内訳

（単位：千円）
A.不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入
（家　　　　　賃） 6,273,588
（共　　益　　費） 1,073,926
（駐車場使用料） 266,167
（施 設 使 用 料） 63,277
（その他賃貸収入） 669,232

計 8,346,192
その他賃貸事業収入
（一　時　収　益） 12,744
（雑　　収　　益） 117,711

計 130,456
不動産賃貸事業収益合計 8,476,648

B.不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
（管 理 委 託 費） 732,735
（公　租　公　課） 546,463
（修　　繕　　費） 226,898
（保　　険　　料） 14,928
（諸　　経　　費） 978,931
（減 価 償 却 費） 979,038
不動産賃貸事業費用合計 3,478,995

C.不動産賃貸事業損益（A－B） 4,997,653

（単位：千円）
A.不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入
（家　　　　　賃） 6,244,046
（共　　益　　費） 1,055,213
（駐車場使用料） 267,736
（施 設 使 用 料） 68,160
（その他賃貸収入） 709,229

計 8,344,386
その他賃貸事業収入
（一　時　収　益） 10,577
（雑　　収　　益） 255,766

計 266,344
不動産賃貸事業収益合計 8,610,730

B.不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
（管 理 委 託 費） 718,928
（公　租　公　課） 736,319
（修　　繕　　費） 177,532
（保　　険　　料） 14,306
（諸　　経　　費） 992,491
（減 価 償 却 費） 1,019,422
不動産賃貸事業費用合計 3,659,001

C.不動産賃貸事業損益（A－B） 4,951,729

（単位：千円）
Office A-14 パシフィックシティ浜松町
不動産等売却収入 2,538,000
不動産等売却原価 1,790,366
その他売却費用 90,555
不動産等売却益 657,077

Office A-18 五反田メタリオンビル
不動産等売却収入 2,012,000
不動産等売却原価 1,295,963
その他売却費用 72,645
不動産等売却益 643,391
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（関連当事者との取引に関する注記）

（注1）信託報酬額には、不動産等売却益から控除した信託報酬分6,000千円及び担保設定に係る信託報酬1,500千円が含まれています。
（注2）本投資法人の借入金に対する担保提供については、平成20年10月1日付でムーディーズ・インベスターズ・サービス・インクによる本投資法人の発行体格付けの見直しにより、

本投資法人と貸付人との間で締結した平成18年9月25日付基本合意書に基づくものです。
（注3）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
（注4）取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。

当　期（自平成20年9月1日　至平成21年2月28日）

属　性 名 称 等 住所
主な事業
の内容
又は職業

投資口
所有
割合

役員の
兼任等

関係内容

事業上
の関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科 目 期末残高

（千円）

資産保管会社 住友信託銀行
株式会社

東京都
千代田区 信託銀行業 － なし 資産保

管会社

不動産管
理処分信
託受託

15,550
（注1） － －

一年以内
返済長期
借入金の
返済

3,089,559
一年以内
返済長期
借入金

3,910,440

長期借入
金の借入 3,000,000

長期
借入金 4,888,050

長期借入
金の返済 111,949

支払利息

当投資法人
の借入金に
対する担保
提供

74,939

8,798,491
（注2）

未払費用 38,237

－ －

前　期（自平成20年3月1日　至平成20年8月31日）（ご参考）

属　性 名 称 等 住所
主な事業
の内容
又は職業

投資口
所有
割合

役員の
兼任等

関係内容

事業上
の関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科 目 期末残高

（千円）

本資産運用会
社の親会社

資産保管会社

パシフィックホール
ディングス株式会社
（注1）

住友信託銀行
株式会社

東京都
千代田区

東京都
千代田区

不動産投資
ファンド事業

信託銀行業

4.8％

－

なし

なし

信託
受益権
販売業

資産保
管会社

信託受益
権売買媒
介手数料

不動産管
理処分信
託受託

信託受益
権売買媒
介手数料

短期借入
金の借入

短期借入
金の返済

長期借入
金の借入

支払利息

68,250
（注2）

11,100
（注3）

68,250
（注4）

1,500,000 

1,500,000 

－

76,637

－

－

－

短期
借入金

一年以内
返済長期
借入金

長期
借入金

未払費用

－

－

－

－

3,000,000

6,000,000

24,892
（注1）平成20年6月1日付で「パシフィックマネジメント株式会社」から商号を変更しています。
（注2）上記金額の内訳は、不動産等売却益から控除した信託受益権売買媒介手数料分として68,250千円となります。

なお、個々の取引の詳細は、金融商品取引所の定める規則に基づく適時開示において開示しています。
（注3）信託報酬額には、個々の不動産等の帳簿価額に算入した当初信託に係る信託報酬分3,000千円が含まれています。
（注4）上記金額の内訳は、不動産等売却益から控除した信託受益権売買媒介手数料分として68,250千円となります。

なお、個々の取引の詳細は、金融商品取引所の定める規則に基づく適時開示において開示しています。
（注5）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
（注6）取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。

（税効果会計に関する注記）

期　別
項　目

前　期（ご参考）
平成20年 8 月31日現在

当　期
平成21年 2 月28日現在

1. 繰延税金資産及び繰
延税金負債の発生の
主な原因別内訳

2. 法定実効税率と税効
果会計適用後の負担
率との間に重要な差
異があるときの、当
該差異の原因となっ
た主要な項目別の内
訳

（単位：千円）
（繰延税金資産）
（1）流動資産

未払事業所税損金不算入額 1,332
未払事業税損金不算入額 717
繰延ヘッジ損益 1,270

（小計） 3,320

（2）固定資産
繰延ヘッジ損益 141,879

（小計） 141,879
（繰延税金資産の純額） 145,199

法定実効税率 39.39％
（調整）
支払配当の損金算入額 △39.31％
その他 0.13％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.21％

（単位：千円）
（繰延税金資産）
（1）流動資産

未払事業所税損金不算入額 1,329
未払事業税損金不算入額 766
未払固定資産税等相当額 8,841
未払不動産取得税相当額 4,758
繰延ヘッジ損益 33,150
その他 3

（小計） 48,850

（2）固定資産
繰延ヘッジ損益 104,182

（小計） 104,182
（繰延税金資産の純額） 153,032

法定実効税率 39.39％
（調整）
支払配当の損金算入額 △39.45％
その他 △0.09％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.15％

3. 法人税等の税率の変
更による繰延税金資
産及び繰延税金負債
の金額の修正

―――― 「地方法人特別税等に関する暫定措置法」（平成
20年法律第25号）が平成20年4月30日に公布され
たことに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計
算に使用する法定実効税率は、従来の39.39％から
39.33％に変更されました。
なお、この税率の変更による影響額は軽微です。

（リースにより使用する固定資産に関する注記）

前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

該当事項はありません。

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

同左
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（1口当たり情報に関する注記）

1口当たり純資産額 468,613円
1口当たり当期純利益 15,883円

なお、1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投
資口数で除することにより算定しております。
また、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、潜

在投資口がないため記載しておりません。

1口当たり純資産額 461,860円
1口当たり当期純利益 9,096円

なお、1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投
資口数で除することにより算定しております。
また、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、潜

在投資口がないため記載しておりません。

前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

当期純利益 （千円）

普通投資主に帰属しない金額 （千円）

普通投資口に係る当期純利益 （千円）

期中平均投資口数 （口）

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

4,088,338

－

4,088,338

257,400

2,341,474

－

2,341,474

257,400

（注）1口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。

（重要な後発事象に関する注記）

前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

1.資産の取得
本投資法人は、平成19年11月28日付で停止条件付不動産売買

契約を締結した以下に掲げる特定資産について、平成20年10月
14日付でテナント内装工事における消防法上の検査完了の確認
が取れることを条件に取得を決定しています。当該特定資産の
概要は以下の通りです。

物件番号 Retail B-1
物件名称 モラージュ柏＜増床計画＞
取得価格（注1） 2,210,000千円
所在地（注2） 千葉県柏市
資産の種類 不動産（注3）
用途 都市周辺型複合商業施設
売買契約締結日 平成19年11月28日
取得予定日 平成20年10月20日

（注1）「取得価格」には、消費税及び地方消費税、固定資産税及び都市計画税精算金
相当額、その他取得経費を含みません。

（注2）「所在地」には、各物件が所在する地域における最小独立行政区画を記載して
います。

（注3）本物件は、本投資法人の所有する信託受益権に含まれる土地上に建設されてお
り、本投資法人は、本物件を不動産として取得後、同日付をもって、既に保有
しているRetail B-1 モラージュ柏の不動産信託受益権の信託財産に追加信託す
る予定です。

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

――――

前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

――――

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

1.資産の譲渡
本投資法人は、投資法人規約に定める方針に基づき、以下に

掲げる資産の現状及び将来にわたっての収益及び資産価値の増
減等についての予測並びにポートフォリオ全体の資産構成等を
総合的に勘案し、平成21年3月19日付で当該特定資産の譲渡を決
定し、平成21年3月24日付で譲渡を完了しています。当該特定資
産の概要は以下の通りです。

物件番号 Office A-13
物件名称 アーバンスクエア八重洲ビル
譲渡価格（注1） 2,550,000千円
所在地（注2） 東京都中央区
資産の種類 不動産
用途 オフィスビル
売買契約締結日 平成21年3月24日
譲渡日 平成21年3月24日
譲渡先 国内一般事業会社となりますが、開

示することについて、同意を得られ
ていません。

損益に及ぼす影響 不動産売却益約218百万円を計上する
予定です。

（注1）「譲渡価格」には、消費税及び地方消費税、固定資産税及び都市計画税精算金
相当額、その他譲渡経費を含みません。

（注2）「所在地」には、各物件が所在する地域における最小独立行政区画を記載して
います。

2.資金の借入
本投資法人は、平成20年9月24日付で、既存借入金の元本返済

期限到来に伴う返済資金への充当を目的とし、以下の通り資金
の借入れを決定し、タームローンR及びタームローンUについて
は、平成20年9月29日付で借入れの実行を完了しています。また、
タームローンS及びタームローンTについては、平成20年10月30
日付で借入れを実行する予定です。

【タームローンR（期間：2年）】
漓借入先 ：株式会社三井住友銀行、株式会社

あおぞら銀行、株式会社三菱東京
UFJ銀行

滷借入金額 ：14,500,000千円
澆利率 ：全銀協6か月物円TIBOR＋0.8％

平成20年9月29日から平成21年3月
2 9日までの期間の適用利率は
1.70583％

潺借入実行日 ：平成20年9月29日
潸返済期日 ：平成22年9月29日
澁担保の有無 ：無担保（注）
澀保証の有無 ：無保証

【タームローンU（期間：2年）】
漓借入先 ：住友信託銀行株式会社
滷借入金額 ：3,000,000千円
澆利率 ：全銀協6か月物円TIBOR＋0.8％

平成20年9月29日から平成21年3月
2 9日までの期間の適用利率は
1.70583％

潺借入実行日 ：平成20年9月29日
潸返済期日 ：平成22年9月29日
澁担保の有無 ：無担保（注）
澀保証の有無 ：無保証

2.資金の借入
本投資法人は、既存借入金の元本返済期限到来に伴う返済資

金への充当を目的とし、平成21年3月24日付で以下の通り資金の
借入れを決定し、平成21年3月27日付で借入れの実行を完了して
います。

【タームローンV（期間3か月）】
漓借入先 ：株式会社三菱東京UFJ銀行
滷借入金額 ：3,524,000千円
澆利率 ：全銀協1か月物円TIBOR＋1.5％

平成21年3月27日から平成21年4月
2 6日までの期間の適用利率は
2.0675％（注）
（注）直近期間の適用利率を記載しています。

潺借入実行日 ：平成21年3月27日
潸返済期日 ：平成21年6月29日
澁担保の有無 ：有担保
澀保証の有無 ：無保証

【タームローンW（期間3か月）】
漓借入先 ：三菱UFJ信託銀行株式会社
滷借入金額 ：3,524,000千円
澆利率 ：全銀協1か月物円TIBOR＋1.5％

平成21年3月27日から平成21年4月
2 6日までの期間の適用利率は
2.0675％（注）
（注）直近期間の適用利率を記載しています。

潺借入実行日 ：平成21年3月27日
潸返済期日 ：平成21年6月29日
澁担保の有無 ：有担保
澀保証の有無 ：無保証

【タームローンX（期間3か月）】
漓借入先 ：株式会社みずほコーポレート銀行
滷借入金額 ：3,524,000千円
澆利率 ：全銀協1か月物円TIBOR＋1.5％

平成21年3月27日から平成21年4月
2 6日までの期間の適用利率は
2.0675％（注）
（注）直近期間の適用利率を記載しています。

潺借入実行日 ：平成21年3月27日
潸返済期日 ：平成21年6月29日
澁担保の有無 ：有担保
澀保証の有無 ：無保証

前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日
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前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

【タームローンS（期間：1年6か月）】
漓借入先 ：株式会社三井住友銀行
滷借入金額 ：6,900,000千円
澆利率 ：全銀協1か月物円TIBOR＋0.7％

平成20年10月30日から平成20年11
月27日までの期間の適用利率は未
定です

潺借入実行日 ：平成20年10月30日
潸返済期日 ：平成22年 4月30日
澁担保の有無 ：無担保（注）
澀保証の有無 ：無保証

【タームローンT（期間：2年）】
漓借入先 ：株式会社三井住友銀行
滷借入金額 ：6,500,000千円
澆利率 ：全銀協6か月物円TIBOR＋0.8％

平成20年10月30日から平成21年4
月29日までの期間の適用利率は未
定です

潺借入実行日 ：平成20年10月30日
潸返済期日 ：平成22年10月29日
澁担保の有無 ：無担保（注）
澀保証の有無 ：無保証

（注）平成20年10月1日付でムーディーズ・インベスターズ・サービス・インクによる
本投資法人の発行体格付けの見直しにより、本投資法人と貸付人との間で締結
した平成18年9月25日付基本合意書に基づき、後記「4．担保の提供」記載の通
り、担保提供を行うことが確定しました。

【タームローンY（期間3か月）】
漓借入先 ：株式会社あおぞら銀行
滷借入金額 ：1,321,000千円
澆利率 ：全銀協1か月物円TIBOR＋1.5％

平成21年3月27日から平成21年4月
2 6日までの期間の適用利率は
2.0675％（注）
（注）直近期間の適用利率を記載しています。

潺借入実行日 ：平成21年3月27日
潸返済期日 ：平成21年6月29日
澁担保の有無 ：有担保
澀保証の有無 ：無保証

【タームローンZ（期間3か月）】
漓借入先 ：株式会社新生銀行
滷借入金額 ：881,000千円
澆利率 ：全銀協1か月物円TIBOR＋1.5％

平成21年3月27日から平成21年4月
2 6日までの期間の適用利率は
2.0675％（注）
（注）直近期間の適用利率を記載しています。

潺借入実行日 ：平成21年3月27日
潸返済期日 ：平成21年6月29日
澁担保の有無 ：有担保
澀保証の有無 ：無保証

【タームローン27（注）（期間3か月）】
漓借入先 ：全国信用協同組合連合会
滷借入金額 ：926,000千円
澆利率 ：全銀協1か月物円TIBOR＋1.5％

平成21年3月27日から平成21年4月
2 6日までの期間の適用利率は
2.0675％（注）
（注）直近期間の適用利率を記載しています。

潺借入実行日 ：平成21年3月27日
潸返済期日 ：平成21年6月29日
澁担保の有無 ：有担保
澀保証の有無 ：無保証

（注）従来、本投資法人の借入名称にはアルファベットを用いてきました（A号からZ
号の合計26契約）が、27件目以降の契約については算用数字を用いることとし
ます。

3.資金の返済
本投資法人は、平成20年12月26日付担保基本協定書に基づき、
前記「1. 資産の譲渡」記載の譲渡代金の一部をもって、平成21
年3月24日付で下記の通り既存借入金の一部期限前弁済について
返済を完了しています。

【タームローンC】
漓借入先 ：株式会社三井住友銀行、株式

会社あおぞら銀行、株式会社
みずほコーポレート銀行、株
式会社新生銀行、住友信託銀
行株式会社、株式会社りそな
銀行、三井住友海上火災保険
株式会社、農林中央金庫

滷平成21年2月末借入残高 ：37,149,185千円
澆一部期限前弁済金額 ：542,980千円
潺一部期限前弁済後借入残高：36,606,205千円
潸元本返済期日 ：平成21年9月27日

【タームローンD】
漓借入先 ：中央三井信託銀行株式会社
滷平成21年2月末借入残高 ：3,421,635千円
澆一部期限前弁済金額 ：50,011千円
潺一部期限前弁済後借入残高：3,371,624千円
潸元本返済期日 ：平成21年9月27日

【タームローンE】
漓借入先 ：中央三井信託銀行株式会社
滷平成21年2月末借入残高 ：2,150,742千円
澆一部期限前弁済金額 ：31,435千円
潺一部期限前弁済後借入残高：2,119,306千円
潸元本返済期日 ：平成21年9月27日

3.資金の返済
本投資法人は、前記「2. 資金の借入」記載の借入金及び手元

資金をもって、平成20年9月29日付で元本返済期限が到来した既
存借入金（タームローンB及びタームローンH）について返済を
完了しました。また、平成20年10月30日付で元本返済期限が到
来するタームローンMについて返済を実行する予定です。

【タームローンB】
漓借入先 ：株式会社三井住友銀行、株式会社

あおぞら銀行、住友信託銀行株式
会社、株式会社七十七銀行、株式
会社茨城銀行、株式会社親和銀行、
株式会社西日本シティ銀行

滷返済金額 ：17,000,000千円
澆返済日 ：平成20年9月29日
潺元本返済方法 ：一括返済

【タームローンH】
漓借入先 ：株式会社三菱東京UFJ銀行、株式

会社千葉銀行
滷返済金額 ：1,000,000千円
澆返済日 ：平成20年9月29日
潺元本返済方法 ：一括返済

【タームローンM】
漓借入先 ：株式会社三井住友銀行
滷返済金額 ：13,500,000千円（注）
澆返済日 ：平成20年10月30日
潺元本返済方法 ：一括返済

（注）平成19年12月28日及び平成20年7月30日付で、当初借入金額15,000百万円のう
ち1,500百万円について一部期限前弁済をしています。

前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

【タームローンF（トランシェA）】
漓借入先 ：株式会社三井住友銀行、株式

会社損害保険ジャパン、住友
信託銀行株式会社、株式会社
広島銀行、株式会社三重銀行

滷平成21年2月末借入残高 ：4,888,050千円
澆一部期限前弁済金額 ：71,444千円
潺一部期限前弁済後借入残高：4,816,605千円
潸元本返済期日 ：平成24年3月30日

【タームローンF（トランシェB）】
漓借入先 ：大同生命保険株式会社
滷平成21年2月末借入残高 ：1,955,220千円
澆一部期限前弁済金額 ：28,577千円
潺一部期限前弁済後借入残高：1,926,642千円
潸元本返済期日 ：平成24年3月30日

【タームローンG】
漓借入先 ：大同生命保険株式会社
滷平成21年2月末借入残高 ：1,955,220千円
澆一部期限前弁済金額 ：28,577千円
潺一部期限前弁済後借入残高：1,926,642千円
潸元本返済期日 ：平成24年6月26日

【タームローンI】
漓借入先 ：株式会社三菱東京UFJ銀行、

三菱UFJ信託銀行株式会社、
全国信用協同組合連合会、株
式会社みずほコーポレート銀
行、株式会社新生銀行、株式
会社あおぞら銀行

滷平成21年2月末借入残高 ：16,130,567千円
澆一部期限前弁済金額 ：235,767千円
潺一部期限前弁済後借入残高：15,894,799千円
潸元本返済期日 ：平成21年3月27日

【タームローンJ】
漓借入先 ：株式会社三菱東京UFJ銀行、三

菱UFJ信託銀行株式会社、株式
会社新生銀行、株式会社あおぞ
ら銀行、住友信託銀行株式会社

滷平成21年2月末借入残高 ：12,708,931千円
澆一部期限前弁済金額 ：185,756千円
潺一部期限前弁済後借入残高：12,523,175千円
潸元本返済期日 ：平成22年9月27日

【タームローンK】
漓借入先 ：全国共済農業協同組合連合会、

あいおい損害保険株式会社
滷平成21年2月末借入残高 ：1,955,220千円
澆一部期限前弁済金額 ：28,577千円
潺一部期限前弁済後借入残高：1,926,642千円
潸元本返済期日 ：平成23年9月27日

【タームローンL】
漓借入先 ：株式会社日本政策投資銀行
滷平成21年2月末借入残高 ：977,610千円
澆一部期限前弁済金額 ：14,288千円
潺一部期限前弁済後借入残高：963,321千円
潸元本返済期日 ：平成23年9月27日

【タームローンN】
漓借入先 ：中央三井信託銀行株式会社
滷平成21年2月末借入残高 ：1,955,220千円
澆一部期限前弁済金額 ：28,577千円
潺一部期限前弁済後借入残高：1,926,642千円
潸元本返済期日 ：平成22年9月27日

【タームローンO】
漓借入先 ：株式会社あおぞら銀行
滷平成21年2月末借入残高 ：3,226,113千円
澆一部期限前弁済金額 ：47,153千円
潺一部期限前弁済後借入残高：3,178,959千円
潸元本返済期日 ：平成22年11月29日
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前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

【タームローンQ】
漓借入先 ：株式会社日本政策投資銀行
滷平成21年2月末借入残高 ：1,955,220千円
澆一部期限前弁済金額 ：28,577千円
潺一部期限前弁済後借入残高：1,926,642千円
潸元本返済期日 ：平成23年9月27日

【タームローンR】
漓借入先 ：株式会社三井住友銀行、株式

会社あおぞら銀行、株式会社
三菱東京UFJ銀行

滷平成21年2月末借入残高 ：14,175,347千円
澆一部期限前弁済金額 ：207,189千円
潺一部期限前弁済後借入残高：13,968,157千円
潸元本返済期日 ：平成22年9月29日

【タームローンS】
漓借入先 ：株式会社三井住友銀行
滷平成21年2月末借入残高 ：6,745,510千円
澆一部期限前弁済金額 ：98,593千円
潺一部期限前弁済後借入残高：6,646,916千円
潸元本返済期日 ：平成22年4月30日

【タームローンT】
漓借入先 ：株式会社三井住友銀行
滷平成21年2月末借入残高 ：6,354,465千円
澆一部期限前弁済金額 ：92,878千円
潺一部期限前弁済後借入残高：6,261,587千円
潸元本返済期日 ：平成22年10月29日

【タームローンU】
漓借入先 ：住友信託銀行株式会社
滷平成21年2月末借入残高 ：2,932,830千円
澆一部期限前弁済金額 ：42,866千円
潺一部期限前弁済後借入残高：2,889,963千円
潸元本返済期日 ：平成22年9月29日

また、本投資法人は、前記「2. 資金の借入」記載の借入金及
び手元資金をもって、平成21年3月27日付で元本返済期限が到来
した以下の既存借入金について返済を完了しています。

【タームローンI】
漓借入先 ：株式会社三菱東京UFJ銀行、

三菱UFJ信託銀行株式会社、
全国信用協同組合連合会、株
式会社みずほコーポレート銀
行、株式会社新生銀行、株式
会社あおぞら銀行

滷返済金額 ：15,894,799千円（注）
澆返済日 ：平成21年3月27日
潺元本返済方法 ：一括返済

（注）平成21年2月26日及び平成21年3月24日付で、当初借入金額16,500百万円のうち
合計605百万円について一部期限前弁済をしています。

4.担保の提供
平成20年10月1日付の、ムーディーズ・インベスターズ・サー

ビス・インクによる本投資法人の発行体格付の見直しにより、本
投資法人と貸付人との間で締結した平成18年9月25日付基本合意
書に基づき、以下の通り、担保提供を行うことが確定しました。

漓提供する資産
本投資法人の有する以下に掲げる特定資産

OfficeA-1 日立ハイテクビルディング
OfficeA-2 パシフィックマークス新宿パークサイド
OfficeA-3 パシフィックマークス築地
OfficeA-4 パシフィックマークス月島
OfficeA-5 パシフィックマークス西新宿
OfficeA-6 パシフィックマークス横浜イースト
OfficeA-7 パシフィックマークス新浦安
OfficeA-8 大森シティビル
OfficeA-9 赤坂氷川ビル
OfficeA-10 パシフィックマークス渋谷公園通
OfficeA-11 パシフィックマークス日本橋富沢町
OfficeA-12 パシフィックマークス赤坂見附

――――

前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

OfficeA-13 アーバンスクエア八重洲ビル
OfficeA-15 横浜相生町ビル
OfficeA-16 パシフィックマークス新横浜
OfficeA-20 丸石新橋ビル
OfficeA-22 パシフィックマークス新川
OfficeA-23 パシフィックマークス内神田
OfficeA-24 パシフィックマークス目白
OfficeA-25 パシフィックマークス川崎
OfficeA-26 藤和浜松町ビル
OfficeA-27 リーラヒジリザカ
OfficeA-28 パシフィックマークス青葉台
OfficeA-29 大塚HTビル
OfficeA-30 パシフィックマークス新宿サウスゲート
OfficeB-1 パシフィックマークス西梅田

（旧：スノークリスタルビル）（注）
OfficeB-2 パシフィックマークス肥後橋
OfficeB-3 名古屋錦シティビル
OfficeB-4 パシフィックマークス江坂
OfficeC-1 パシフィックマークス札幌北一条
OfficeC-2 新札幌センタービル
RetailA-1 心斎橋OPA本館
RetailA-2 心斎橋OPAきれい館
RetailA-3 パシフィーク天神
RetailA-4 アルボーレ天神
RetailA-5 天神吉田ビル
RetailA-6 アルボーレ神宮前
RetailA-7 アルボーレ仙台
RetailB-1 モラージュ柏
RetailB-2 ベルファ宇治
RetailC-1 イトーヨーカドー尾張旭店
RetailC-2 ケーヨーD2狩場インター店
（注）平成20年9月1日付で、運用資産の名称を変更しました。

上記、特定資産の帳簿価格
（単位：千円）

科　　目 帳簿価格（注）

建 物

建 物 附 属 設 備

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

信 託 建 物

信 託 建 物 附 属 設 備

信 託 構 築 物

信 託 機 械 及 び 装 置

信託工具、器具及び備品

信 託 土 地

借 地 権

合　　　計

9,036,391

2,681,773

147,252

3,063

13,820

39,603,991

31,885,781

10,509,786

496,066

489,113

30,132

165,164,729

1,839,965

261,901,868

滷対応する債務
（単位：千円）

科　　目 債務金額（注）

短 期 借 入 金

1年内返済予定の長期借入金

長 期 借 入 金

合　　　計

－

16,500,000

76,000,000

92,500,000

（注）平成20年8月31日現在の帳簿価格を記載しています。

（注）平成20年8月31日現在の借入金残高から、前記「3. 資金の返済」記載の借
入金を控除した金額を記載しています。これに加え、前記「2. 資金の借入」
記載の借入金が上記債務金額に加算される予定です。

注記表
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A u d i t o r ' s  R e p o r t金銭の分配に係る計算書 会計監査人の監査報告書

期　別

項　目

蠢 当期未処分利益

蠡 分配金の額

（投資口1口当たり分配金の額）

蠱 次期繰越利益

分配金の額の算出方法 本投資法人の規約第35条第1項に定める
「当期未処分利益（分配可能金額）を上
限とし、租税特別措置法第67条の15に規
定される本投資法人の配当可能所得の金
額の100分の90に相当する金額を超えて
分配する」旨の方針に従い、当期未処分
利益の概ね全額である4,088,284,200円を
利益分配金として分配することといたし
ました。なお、規約第35条第2項に定め
る利益を超えた金銭の分配は行いませ
ん。

本投資法人の規約第35条第1項に定める
「当期未処分利益（分配可能金額）を上
限とし、租税特別措置法第67条の15に規
定される本投資法人の配当可能所得の金
額の100分の90に相当する金額を超えて
分配する」旨の方針に従い、当期未処分
利益の概ね全額である2,341,567,800円を
利益分配金として分配することといたし
ました。なお、規約第35条第2項に定め
る利益を超えた金銭の分配は行いませ
ん。

4,088,389,697円

4,088,284,200円

（15,883円）

105,497円

2,341,579,938円

2,341,567,800円

（9,097円）

12,138円

前　期（ご参考）
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日
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R e f e r e n c eキャッシュ・フロー計算書（参考情報）

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）（参考情報）

期　別

項　目

前　期
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

キャッシュ・フロー計
算書における資金の範
囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及
び現金同等物）は、手許現金及び信託現金、随時引
き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到
来する短期投資からなっております。

同左

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）（参考情報）

※1.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

（平成20年8月31日現在）
現金及び預金 9,875,347千円
信託現金及び信託預金 16,747,581千円
現金及び現金同等物 26,622,928千円

※1.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

（平成21年2月28日現在）
現金及び預金 4,744,920千円
信託現金及び信託預金 16,276,623千円
有価証券 1,600,000千円
現金及び現金同等物 22,621,543千円

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益
減価償却費
創立費償却
融資関連費用
投資法人債発行費償却
受取利息
支払利息
固定資産除却損
営業未収入金の増減額（△は増加）
前払費用の増減額（△は増加）
営業未払金の増減額（△は減少）
未払金の増減額（△は減少）
未払費用の増減額（△は減少）
未払消費税等の増減額（△は減少）
前受金の増減額（△は減少）
預り金の増減額（△は減少）
有形固定資産の売却による減少額
信託有形固定資産の売却による減少額
長期前払費用の支払額
長期前払消費税等の増減額（△は増加）
デリバティブ債権の増減額（△は増加）
その他
小計
利息の受取額
利息の支払額
法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の売却による収入
有価証券の取得による支出
有形固定資産の取得による支出
信託有形固定資産の取得による支出
預り敷金及び保証金の収入
預り敷金及び保証金の支出
信託預り敷金及び保証金の収入
信託預り敷金及び保証金の支出
修繕積立金の支出
その他
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入れによる収入
短期借入金の返済による支出
長期借入れによる収入
長期借入金の返済による支出
分配金の支払額
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の期末残高

4,097,029
979,123
5,640

244,138
17,410
△58,466
1,079,037
27,741
△42,418
△36,505
402,821
3,258
75,150
44,767
23,228
△7,961

－
3,086,330
△7,591
△653
104,671
4,669

10,041,420
54,293

△1,073,760
△718

9,021,235

2,510,000
△5,009,941
△5,447,297
△950,372
316,549
△41,954
367,432
△331,343
△7,683

－
△8,594,611

1,500,000
△2,000,000
2,000,000

－
△3,537,270
△2,037,270
△1,610,646
28,233,574

※1 26,622,928

2,337,896
1,019,507
5,640

262,155
17,410
△33,263
1,116,124

－
31,614
△48,363
△560,566
36,032

△205,530
70,514
△65,602
2,494

1,176,010
3,277,902
△567,050

－
87,809
△586

7,960,149
37,366

△1,022,020
△6,112
6,969,383

5,000,000
△1,500,000
△81,507

△2,456,416
111,144

△4,322,720
362,081
△620,653

－
△13,356

△3,521,428

－
△14,500,000
30,900,000
△19,762,908
△4,086,431
△7,449,339
△4,001,384
26,622,928

※1 22,621,543

前　期
（自　平成20年 3 月 1 日
至　平成20年 8 月31日）

当　期
（自　平成20年 9 月 1 日
至　平成21年 2 月28日）

（単位：千円）

（注）キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」に基づき作成していますが、参考情報として添付しています。
このキャッシュ・フロー計算書は、投信法第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではないため、会計監査人の監査は受けていません。

前　期
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

（表示方法の変更に関する注記）（参考情報）

前　期
自 平成20年 3 月 1 日
至 平成20年 8 月31日

――――

当　期
自 平成20年 9 月 1 日
至 平成21年 2 月28日

（キャッシュ・フロー計算書関係）
漓 前期において区分掲記していた営業活動によるキャッシ
ュ・フローの「長期前払消費税等の増減額」は、金額的重
要性が低くなったため、当期より営業活動によるキャッシ
ュ・フローの「その他」に含めて表示することに変更しま
した。
なお、当期の営業活動によるキャッシュ・フローの「そ

の他」に含まれる「長期前払消費税等の増減額」の金額は、
478千円であります。
滷 前期において区分掲記していた投資活動によるキャッシ
ュ・フローの「修繕積立金の支出」は、当期より投資活動
によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示する
ことに変更しました。
なお、当期の投資活動によるキャッシュ・フローの「そ

の他」に含まれる「修繕積立金の支出」の金額は、13,356
千円であります。
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決算期日

投資主総会

同議決権行使投資主確定日

分配金支払確定基準日

上場証券取引所

公告掲載新聞

投資主名簿等管理人

同事務取扱場所

毎年2月末日、8月末日

2年に1回以上開催

投資主総会直前の決算期（ただし、必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日）

毎年2月末日、8月末日（分配金は支払確定基準日より3か月以内にお支払いします。）

東京証券取引所（銘柄コード：3229 ）

日本経済新聞

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号　三菱UFJ信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

「分配金」は「分配金領収証」をお近くの株式会社ゆうちょ銀行又は郵便局の貯金窓口にお持ちいただくことでお受け
取りいただけます。受取期間を過ぎた場合は、「分配金領収証」裏面に受取方法を指定し、三菱UFJ信託銀行株式会社証
券代行部へご郵送いただくか、同行の本支店窓口にてお受け取りください。

I n f o r m a t i o n

投資証券の電子化により、従来の分配金振込口座のご指定方法に加えて、あらかじめご登録の一つの預金口座で投
資主の皆様の保有されているすべての銘柄の配当金、分配金をお受取りいただくことや、証券会社の口座で分配金
をお受取りいただくことも可能となります。確実に分配金をお受取りいただくためにも、これらの振込みによる分
配金のお受取りをお勧めします。詳しくはお取引証券会社等にお問合わせください。

8月 
 

決算月 8月期決算発表 決算月 2月期決算発表 

10月 
 

11月 
 8月期資産運用 

報告発送 
8月期分配金 
支払開始 
 

2月 
 

4月 
 

5月 
 2月期資産運用 

報告発送 
2月期分配金 
支払開始 
 

投資主メモ

分配金について

年間スケジュール（予定）

各種お手続に関するお問い合わせについて

平成21年1月5日に実施された投資証券の電子化に伴い、投資主様の住所変更、分配金振込口座の変更等の各種お手続
は、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。
各種お手続については、口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。
※投資主名簿等管理人（三菱UFJ信託銀行株式会社）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

株式会社証券保管振替機構に預託されておらず、特別口座へ記録された投資口に関する各種お手続については、下記の
三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部又は同行の本支店窓口にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部テレホンセンター
0120-232-711（通話料無料）（受付時間：土・日・祝祭日を除く 9：00～17：00）

投資証券の電子化実施後の分配金受取方法のお取扱いについて

  1　ゴールドマン・サックス・インターナショナル 

  2　日興シティ信託銀行株式会社（投信口） 

  3　富士火災海上保険株式会社 

  4　ドイチェバンクアーゲーロンドンピービーノントリティークライアンツ613 

  5　更生会社 パシフィックホールディングス株式会社 

  6　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

  7　クレディスイスセキュリティーズヨーロッパリミテッドピービーセクイントノントリーティクライアント 

  8　ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー 

  9　ノーザントラストカンパニー（エイブイエフシー）サブアカウントブリテイツシユクライアント 

10　バークレイズキャピタルセキュリティーズロンドンケイマンクライアンツ 

 

保有する投資口の口数（口） 氏名、商号又は名称 

合計 

比率（％） 

21,954  

20,135  

17,976  

14,684  

12,400  

8,631  

8,412  

7,009  

6,500  

6,139  

123,840 

8.52 

7.82 

6.98 

5.70 

4.81 

3.35 

3.26 

2.72 

2.52 

2.38 

48.11

300,000
（口） （人） 

30,226口 
（11.7%） 

 

26,496口 
（10.3%） 

24,141口 
（9.4%） 

29,564口 
（11.5%） 

19,006口 
（7.4%） 

117,369口 
（45.6%） 

91,461口 
（35.5%） 

55,609口 
（21.6%） 

20,878口 
（8.1%） 

110,971口 
（43.1%） 

69,942口 
（27.1%） 

19,791口 
（7.7%） 

128,773口 
（50.0%） 

84,695口 
（32.9%） 

20,310口 
（7.9%） 

128,482口 
（49.9%） 

82,112口 
（31.9%） 

22,196口 
（8.6%） 

 

111,938口 
（43.5%） 

93,040口 
（36.1%） 

 

平成19年2月末日 
（第2期末） 

平成19年8月末日 
（第3期末） 

平成20年2月末日 
（第4期末） 

平成20年8月末日 
（第5期末） 

平成21年2月末日 
（第6期末） 
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